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羽幌町地域防災計画修正対照表
凡例：Ｎ／Ｃ　変更なし
	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	修正理由
	重要度
	備　考

	1
	1
	1
	3
	第１章　基本的事項
第１節　計画の目的
この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条及び水防法（昭和24年法律第193号）第33条の規定
に基づき、羽幌防災会議が作成する計画であり、町域に係る防災に関し、予防、応急及び復旧対策等の災害対策を
実施するに当たり、町及び防災関係機関が、その機能のすべてをあげて住民の生命、身体及び財産を自然災害や事
故災害から保護するため、次の事項を定め、本町における防災の万全を期することを目的とする。
１　町の区域を管轄し、若しくは、町の区域に所在する指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者等が処理すべき防災上の事務又は業務の大綱
２　災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に必要な防災の組織に関すること。
３　災害の未然防止と被害の軽減を図るための施設の新設及び改善等災害予防に関すること。
４　災害が発生した場合の給水、防疫、食料供給等災害応急対策に関すること。
５　災害復旧に関すること。
６　防災訓練に関すること。
７　防災思想の普及に関すること。

　なお、本計画は、「持続可能な開発目標（ＳＤＧs）」の主にゴール１、11、13の達成に資するものである。
[image: sdg_icon_01_ja][image: sdg_icon_11_ja][image: sdg_icon_13_ja]






　 ※持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：ＳＤＧｓ）
　　　2015年９月に国連サミットで採択された、2030年を期限とする先進国を含む国際社会
全体の開発目標であり、17のゴール（目標）と、それぞれの下により具体的な169のタ
ーゲットがある。全ての関係者（先進国、途上国、民間企業、ＮＧＯ、有識者等）の役
割を重視し、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる
広範囲な課題に統合的に取り組むもの。
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	1
	2
	4
	第２節　計画の構成
本計画は、次の各編から構成する。
	編
	内　　容

	総則
	計画全般にわたる理念・基本方針を示すとともに、災害種別ごとに示される事項を共通事項として整理したものである。

	風水害等対策編
	羽幌町地域防災計画の基本となる編として位置付け、風水害、土砂災害、雪害等の対策における、災害予防計画、災害応急対策計画、災害復旧・被災者援護計画について定める。

	地震・津波災害対策編
	風水害等対策編を基本とし、ここでは、特に地震・津波災害対策について定める。

	事故災害対策編
	風水害等対策編を基本とし、ここでは、特に海上災害、航空災害、道路災害、危険物等災害、大規模な火事災害及び林野火災の対策について定める。

	資料編
	各編に関連する各種資料を掲載する。



	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	1
	1
	3
	5
	第３節　計画推進に当たっての基本となる事項
本計画は、北海道防災対策基本条例（平成21年条例第８号）第３条の基本理念等を踏まえ、次の事項を基本として推進する。
１　災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、例え被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また、経済的被害ができるだけ少なくなるよう、様々な対策を組み合わせて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。
２　自助（住民及び事業者が自らの安全を自らで守ることをいう。）、共助（住民等が地域において互いに助け合うことをいう。）及び公助（町、道及び防災関係機関が実施する対策をいう。）のそれぞれが効果的に推進されるよう、防災対策の主体の適切な役割分担による協働により着実に実施されなければならない。
３　災害発生時は住民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることから、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難行動等についての住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、災害教訓の伝承や防災教育の推進、住民主体の取組の支援・強化により、社会全体としての防災意識の向上を図らなければならない。
	第３節　計画推進に当たっての基本となる事項
本計画は、北海道防災対策基本条例（平成21年条例第８号）第３条の基本理念等を踏まえ、次の事項を基本として推進する。
１　災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、例え被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また、経済的被害ができるだけ少なくなるよう、様々な対策を組み合わせて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。
２　自助（住民及び事業者が自らの安全を自らで守ることをいう。）、共助（住民等が地域において互いに助け合うことをいう。）及び公助（町、道及び防災関係機関が実施する対策をいう。）のそれぞれが効果的に推進されるよう、防災対策の主体の適切な役割分担による協働により着実に実施されなければならない。
３　災害発生時は住民自らが主体的に判断し、行動できることが必要であることから、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクととるべき避難行動等についての住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、災害教訓の伝承や防災教育の推進、住民主体の取組の支援・強化により、社会全体としての防災意識の向上を図らなければならない。
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	４　地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程等における女性や高齢者、障がい者等の参画を拡大し、男女平等参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立を図らなければならない。
５　令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策の推進を図らなければならない。
	４　地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程等における女性や高齢者、障がい者等の参画を拡大し、男女平等参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制の確立を図らなければならない。
５　令和２年に発生した新型コロナウイルス感染症拡大時の教訓を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対策
の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など３密(密閉、密集、密接)に配慮して集団感染防止を図るなど、
必要な物品の充実を含め防災対策の推進を図らなければならない。
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	1
	4
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	第４節　計画の修正要領
羽幌町防災会議は、災害対策基本法第42条第１項に定めるところにより、本計画に随時検討を加え、おおむね次に掲げるような事項について必要があると認めるときは、修正の基本方針を定め、これを修正する。
１　社会、経済の発展に伴い計画が社会生活の実態と著しく遊離したとき。
２　防災関係機関が行う防災上の施策によって計画の変更又は削除を必要とするとき。
３　新たな計画を必要とするとき。
４　防災基本計画の修正が行われたとき。
５　その他羽幌町防災会議会長が必要と認めたとき。
	第４節　計画の修正要領
羽幌町防災会議は、災害対策基本法第42条第１項に定めるところにより、毎年検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正する。したがって、各機関は、関係のある事項について、毎年羽幌町防災会議が指定する期日（緊急を要するものについてはその都度）までに、計画修正案を羽幌町防災会議に提出する。
また、修正の内容は、おおむね次に掲げるような事項について、その変更を認めた場合とする。
１　社会、経済の発展に伴い計画が社会生活の実態と著しく遊離したとき。
２　防災関係機関が行う防災上の施策によって計画の変更又は削除を必要とするとき。
３　新たな計画を必要とするとき。
４　防災基本計画の修正が行われたとき。
５　その他羽幌町防災会議会長が必要と認めたとき。
上記に示す事項の中で、軽微な変更（組織の機構改革による名称変更、人口、面積等の数量的な変更）については、北海道知事との協議を要せず、羽幌町防災会議で決定した修正結果を北海道知事に報告するものとする。
	業務要領の再整理
	重要
	

	1
	1
	5
	6
	第５節　用語の定義
本計画で使用する用語等は、次による。
	標　　記
	説　　明

	基本法
	災害対策基本法（昭和36年法律第223号）

	救助法
	災害救助法（昭和22年法律第118号）

	災害
	基本法第２条第１号に定める災害

	防災
	基本法第２条第２号に定める防災

	防災会議
	羽幌町防災会議

	地域防災計画
	羽幌町地域防災計画

	災害対策本部
	羽幌町災害対策本部

	本部長、副本部長、本部員、
本部連絡員
	羽幌町災害対策本部長、副本部長、本部員、本部連絡員
※本計画において防災組織及び水防管理者に係る部分以外は、「町長」と記載しているが、災害対策本部設置時においては、適宜「本部長」と読み替えるものとする。

	対策部（班）
	羽幌町災害対策本部の対策部（班）

	防災関係機関



	道、市町村、町域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関（基本法第２条第４号に規定する指定地方行政機関をいう。）、町を警備区域とする陸上自衛隊、町域を管轄する消防機関並びに町域において業務を行う指定公共機関（同条第５号に規定する指定公共機関をいう。）及び指定地方公共機関（同条第６号に規定する指定地方公共機関をいう。）、町域内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者

	災害予防責任者
	基本法第47条に定める防災に関する組織の整備義務を負う指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者

	災害応急対策実施責任者
	基本法第50条第２項に定める指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する者

	水防管理団体
	羽幌町

	水防管理者
	羽幌町長

	要配慮者
	高齢者、障がい者、乳幼児その他の災害時に特に配慮を要する者

	避難行動要支援者
	要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者

	複合災害
	同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することにより、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象



	第５節　用語の定義
本計画で使用する用語等は、次による。
	標　　記
	説　　明

	基本法
	災害対策基本法（昭和36年法律第223号）

	救助法
	災害救助法（昭和22年法律第118号）

	災害
	基本法第２条第１号に定める災害

	防災
	基本法第２条第２号に定める防災

	防災会議
	羽幌町防災会議

	地域防災計画
	羽幌町地域防災計画

	災害対策本部
	羽幌町災害対策本部

	本部長、副本部長、本部員、
本部連絡員
	羽幌町災害対策本部長、副本部長、本部員、本部連絡員
※本計画において防災組織及び水防管理者に係る部分以外は、「町長」と記載しているが、災害対策本部設置時においては、適宜「本部長」と読み替えるものとする。

	対策部（班）
	羽幌町災害対策本部の対策部（班）

	防災関係機関
	道、市町村、町域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関（基本法第２条第４号に規定する指定地方行政機関をいう。）、町を警備区域とする陸上自衛隊、町域を管轄する消防機関並びに町域において業務を行う指定公共機関（同条第５号に規定する指定公共機関をいう。）及び指定地方公共機関（同条第６号に規定する指定地方公共機関をいう。）、町域内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者

	災害予防責任者
	基本法第47条に定める防災に関する組織の整備義務を負う指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者

	災害応急対策実施責任者
	基本法第50条第２項に定める指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する者

	水防管理団体
	羽幌町

	水防管理者
	羽幌町長

	要配慮者
	災害時に配慮が必要な高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国人など

	避難行動要支援者
	要配慮者のうち、避難行動に特に支援が必要な者

	複合災害
	同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することにより、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象



	文言の整理
(災害対策基本法の改正に整合)


	軽微
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	第６節　防災関係機関の実施責任及び処理すべき事務又は業務の大綱
第１　防災関係機関の実施責任
１　羽幌町
町は、防災の第一次的責務を有する基礎的な地方公共団体として、町域並びに地域住民の生命、身体及び
財産を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の地方公共団体
等の協力を得て、防災活動を実施する。
２　北海道
道は、道の地域並びに住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災関係機関の協力を得て、
道の地域における防災対策を推進するとともに、町及び指定地方公共機関の防災活動を援助し、かつその総
合調整を行う。
３　指定地方行政機関
指定地方行政機関は、道の地域並びに地域住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、その所掌
事務を遂行するに当たっては、指定行政機関及び他の指定地方行政機関と相互に協力して防災活動を実施す
るとともに、町及び道の防災活動が円滑に行われるように勧告、指導、助言等の措置をとる。
４　指定公共機関及び指定地方公共機関
指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性を考慮し、自ら防災活動を積極的に
推進するとともに、町及び道の防災活動が円滑に行われるようその業務に協力する。
５　公共的団体及び防災上重要な施設の管理者
公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、災害予防体制の整備を図り、災害時には応急措置を実施する
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	とともに、町、道その他防災関係機関の防災活動に協力する。
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	8～14
	第２　処理すべき事務又は業務の大綱
防災関係機関の防災上処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりである。
なお、事務又は業務を実施するに当たり、防災関係機関の間、住民等の間、住民等と行政の間で防災情報が共
有できるように必要な措置を講ずる。
[bookmark: OLE_LINK123]１　羽幌町
	機関名
	事務又は業務

	町長部局
	(1)　防災会議の事務に関すること。
(2)　防災に関する組織の整備、物資及び資材の備蓄等、地域内の災害予防、応急対策の総合調整に関すること。
(3)　自主防災組織の充実及び住民の自発的な防災活動の促進に関すること。
(4)　防災知識の普及・啓発及び過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援に関すること。
(5)　防災訓練及び防災上必要な教育の実施に関すること。
(6)　防災に関する施設、設備の整備に関すること。
(7)　災害に関する情報の伝達、収集及び広報並びに被害状況の調査に関すること。
(8)　応急用食料及び防災関係資機材の備蓄並びに供給に関すること。
(9)　消防活動及び水防活動等防災対策の実施に関すること。
(10) 避難指示（緊急）、避難勧告及び避難準備・高齢者等避難開始に関すること。
(11) 被災者に対する救助並びに救護及び救援に関すること。
(12) 災害時における保健衛生及び文教対策に関すること。
(13) 災害時におけるごみ収集並びにし尿のくみ取り及び処理に関すること。
(14) 災害時の交通及び輸送の確保に関すること。
(15) 被災者に対する情報の伝達及びその他の住民に対する広報に関すること。
(16) 要配慮者の把握及び擁護に関すること。
(17) 防災ボランティアの受入れに関すること。
(18) その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置に関すること。

	教育委員会
	(1)　災害時における被災児童生徒の救護及び応急教育の実施に関すること。
(2)　児童生徒に対する防災に関する知識の普及に関すること。
(3)　避難等に係る文教施設の使用に関すること。
(4)　文教施設の被害調査及び報告に関すること。
(5)　文教施設及び文化財の保全対策に関すること。

	羽幌町外２町村衛生施設組合
	(1)　災害時におけるごみ処理に関すること。



２　消防機関
	機関名
	事務又は業務

	北留萌消防組合
・消防本部
・消防署
・消防団（羽幌、
焼尻、天売）
	(1)　災害情報の収集及び広報に関すること。
(2)　消防活動及び水防活動に関すること。
(3)　被災地の二次災害予防及び警戒に関すること。
(4)　住民の避難誘導及び人命救助に関すること。
(5)　災害時における傷病者等の搬送に関すること。
(6)　町が行う災害に対する業務の全般的な協力に関すること。


３　北海道
	機関名
	事務又は業務

	留萌振興局

	(1)　留萌振興局地域災害対策連絡協議会の運営に関すること。
(2)　防災に関する組織の整備並びに物資及び資材の備蓄等その他災害予防措置に関すること。
(3)　防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援に関すること。
(4)　防災関係機関が実施する防災事務又は業務の総合調整に関すること。
(5)　自衛隊の災害派遣要請に関すること。
(6)　救助法の適用及び実施に関すること。
(7)　その他災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関すること。

	
	留萌建設管理部
	(1)　水防技術の指導に関すること。
(2)　災害時における関係公共土木被害調査並びに災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関すること。
(3)　被災地の交通情報の収集及び交通路の確保に関すること。
(4)　留萌振興局（留萌建設管理部）と旭川地方気象台が共同発表する土砂災害警戒情報に関すること。

	
	
	羽幌出張所
	(1)　水防技術の指導に関すること。
(2)　所管道路、河川の維持管理、災害応急対策及び災害復旧対策に関すること。
(3)　災害時における所管道路の交通情報の収集及び交通の確保に関すること。






	Ｎ／Ｃ
・　各関係機関等意見照会時、修正意見があれば修正
・　振興局は担当部署を追記









































３　北海道
	機関名
	事務又は業務

	留萌振興局
(危機対策室)

	(1)　留萌振興局地域災害対策連絡協議会の運営に関すること。
(2)　防災に関する組織の整備並びに物資及び資材の備蓄等その他災害予防措置に関すること。
(3)　防災知識の普及及び教育並びに過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援に関すること。
(4)　防災関係機関が実施する防災事務又は業務の総合調整に関すること。
(5)　自衛隊の災害派遣要請に関すること。
(6)　救助法の適用及び実施に関すること。
(7)　その他災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関すること。



	文言の整理
(関係部署の修正)
	軽微
	

	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	修正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	
		
	保健環境部
保健行政室
（留萌保健所）
	(1)　医療施設、衛生施設等の被害報告に関すること。
(2)　災害時における医療救護活動に関すること。
(3)　災害時における防疫活動に関すること。
(4)　災害時における給水、清掃等環境衛生活動に関すること。
(5)　医薬品等の確保及び供給に関すること。
(6)　食品衛生の指導及び監視に関すること。

	
	森林室
	(1)　所轄道有林の復旧、治山及び予防治山の実施に関すること。
(2)　林野火災の予防対策及びその未然防止に関すること。
(3)　災害時における町の要請に基づく緊急対策及び復旧用資材の供給に関すること。

	
	留萌家畜保健
衛生所
	(1)　畜産物の被害調査及び報告に関すること。
(2)　畜産物被害に対する応急措置及び対策の指導に関すること。
(3)　被災地の家畜保健衛生の指導に関すること。

	
	留萌農業改良
普及センター
	(1)　農産物の被害調査及び報告に関すること。
(2)　農産物被害に対する応急措置及び対策の指導に関すること。
(3)　被災地の病害虫防除の指導、その他営農指導に関すること。

	教育庁
（留萌教育局）
	(1)　災害時における被災児童生徒の救護並びに応急教育の指導に関すること。
(2)　児童生徒に対する防災に関する知識の普及に関すること。
(3)　避難等に係る公立学校施設の使用に関すること。
(4)　文教施設及び文化財の保全対策等に関すること。

	道立羽幌病院
	(1)　災害時における医療救護及び助産対策に関すること。


４　北海道警察
	機関名
	事務又は業務

	羽幌警察署
	(1)　住民の避難誘導及び救出救助並びに緊急交通路の確保に関すること。
(2)　大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報の伝達及び災害情報等の収集に関すること。
(3)　被災地、避難場所、危険箇所等の警戒に関すること。
(4)　犯罪の予防、取締り等に関すること。
(5)　危険物に対する保安対策に関すること。
(6)　広報活動に関すること。
(7)　町等防災関係機関が行う防災業務の協力に関すること。


５　指定地方行政機関
	機関名
	事務又は業務

	北海道開発局
留萌開発建設部
羽幌道路事務所及び
留萌港湾事務所
	(1)　災害に関する情報の伝達、収集に関すること。
(2)　被害の拡大及び二次災害防止のための緊急対応の実施による町への支援に関すること。
(3)　緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の派遣に関すること。
(4)　災害対策用機材等の地域への支援に関すること。
(5)　浮体式防災施設（防災フロート）の被災地への派遣に関すること。
(6)　国道及び直轄砂防施設の整備並びに災害復旧に関すること。
(7)　第三種漁港及び第四種漁港の整備並びに災害復旧に関すること。
(8)　港湾施設の整備及び災害復旧に関すること。
(9)　国営農業農村整備事業に係る施設の災害復旧に関すること。
(10) 補助事業に係る指導、監督に関すること。

	北海道農政事務所
旭川地域拠点
	(1)　農林水産省が調達及び供給した応急用食料等の供給状況に係る確認等に関すること。

	北海道森林管理局
留萌北部森林管理署
羽幌森林事務所
	(1)　所轄国有林に関する保安林の配置の適正化及び施業の合理化に関すること。
(2)　所轄国有林の復旧治山及び予防治山の実施に関すること。
(3)　林野火災の予防対策及び未然防止に関すること。
(4)　災害時における地方公共団体等の要請に基づく緊急対策及び復旧用材の供給に関すること。

	北海道運輸局
旭川運輸支局
	(1)　災害時における海上輸送及び陸上輸送の連絡調整に関すること。
(2)　災害時における港湾諸作業の調整及び施設利用に関すること。
(3)　自動車運送事業の安全の確保に関すること。

	第一管区海上保安本部留萌海上保安部
	(1)　特別警報・警報・注意報の船舶への周知及び災害情報の収集に関すること。
(2)　災害時における船舶の避難誘導及び救助並びに航路障害物の除去に関すること。
(3)　海上における人命の救助に関すること。
(4)　海上における船舶交通の安全の確保に関すること。
(5)　海上における犯罪の予防及び治安の維持に関すること。
(6)　災害時における傷病者、医師、避難者又は救援物資等の緊急輸送に関すること。
(7)　海上災害時における自衛隊の災害派遣要請に関すること。






	
	
	
	

	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	修正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	
		札幌管区気象台
旭川地方気象台
	(1)　気象、地象、地動及び水象の観測及びその成果の収集、発表を行う。
(2)　気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）、水象の予報・警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説を行う。
(3)　気象庁が発表する緊急地震速報（警報）の利用の心得などの周知・広報を行う。
(4)　気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努める。
(5)　地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言を行う。
(6)　防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努める。

	北海道地方環境事務所
羽幌自然保護官事務所
	(1)　油等の大量流出による防除の協力に関すること。
(2)　災害廃棄物の処理等に関すること。
(3)　環境モニタリングに関すること。
(4)　家庭動物の保護等に関すること。

	北海道労働局
留萌労働基準監督署
	(1)　事業所、工場等の産業災害の防止対策に関すること。



６　自衛隊
	機関名
	事務又は業務

	陸上自衛隊
第26普通科連隊
	(1)　災害予防責任者の行う防災訓練に関し、必要に応じ、部隊等の一部を協力させること。
(2)　災害に関する情報の伝達、収集に関すること。
(3)　災害派遣要請権者の要請に基づく部隊等の派遣に関すること。


７　指定公共機関
	機関名
	事務又は業務

	日本郵便(株)
羽幌郵便局
築別郵便局
天売郵便局
	(1)　災害時における郵便輸送の確保及び郵便業務運営の確保に関すること。
(2)　郵便の非常取扱いに関すること。
(3)　郵便局の窓口掲示板等を利用した広報活動に関すること。

	東日本電信電話(株)
北海道事業部
	(1)　非常及び緊急通信の取扱いのほか、必要に応じ、電報電話の利用制限及び重要通信の確保に関すること。

	(株)NTTドコモ
北海道支社
	(1)　非常及び緊急通信の取扱いのほか、必要に応じ、電報電話の利用制限及び重要通信の確保に関すること。

	KDDI(株)
	(1)　非常及び緊急通信の取扱いのほか、必要に応じ、電報電話の利用制限及び重要通信の確保に関すること。

	ソフトバンク(株)
	(1)　非常及び緊急通信の取扱いのほか、必要に応じ、電報電話の利用制限及び重要通信の確保に関すること。

	日本銀行札幌支店
	(1)　災害時における通貨の円滑な供給確保に関すること。
(2)　災害時における金融機関の業務運営の確保に係る措置に関すること。
(3)　災害時における金融機関による金融上の措置の実施に係る要請に関すること。

	日本赤十字社
北海道支部羽幌町分区
	(1)　災害時における医療、助産等の救助業務に関すること。
(2)　救援物資の供給に関すること。
(3)　防災ボランティア（民間団体及び個人）の行う救助活動の連絡調整に関すること。
(4)　北海道災害義援金募集委員会の運営に関すること。

	日本放送協会
旭川放送局
	(1)　防災に係る知識の普及に関すること。
(2)　予報（注意報を含む。）、特別警報・警報並びに情報等及び被害状況等に関する報道、防災広報に関すること。

	日本通運(株)札幌支店
	(1)　災害時における救援物資の緊急輸送等の支援に関すること。

	北海道電力株式会社
	(1)　電力供給施設の防災対策に関すること。
(2)　災害時における電力の円滑な供給に関すること。
(3)  ダムの放流等についての関係機関との連絡調整を行うこと。


	北海道電力ネットワーク株式会社羽幌ネットワークセンター
	


８　指定地方公共機関
	機関名
	事務又は業務

	民間放送事業者
	(1)　防災に係る知識の普及に関すること。
(2)　特別警報・警報・注意報並びに情報等及び被害状況等に関する報道及び防災広報業務に関すること。

	一般社団法人北海道医師会
留萌医師会
	(1)　災害時における救急医療に関すること。




	



















７　指定公共機関
	機関名
	事務又は業務

	日本郵便(株)
羽幌郵便局
築別郵便局
天売郵便局
	(1)　災害時における郵便輸送の確保及び郵便業務運営の確保に関すること。
(2)　郵便の非常取扱いに関すること。
(3)　郵便局の窓口掲示板等を利用した広報活動に関すること。

	NTT東日本(株)
北海道事業部
	(1)　非常及び緊急通信の取扱いのほか、必要に応じ、電報電話の利用制限及び重要通信の確保に関すること。

	(株)NTTドコモ
北海道支社
	(1)　非常及び緊急通信の取扱いのほか、必要に応じ、電報電話の利用制限及び重要通信の確保に関すること。

	KDDI(株)
	(1)　非常及び緊急通信の取扱いのほか、必要に応じ、電報電話の利用制限及び重要通信の確保に関すること。

	ソフトバンク(株)
	(1)　非常及び緊急通信の取扱いのほか、必要に応じ、電報電話の利用制限及び重要通信の確保に関すること。

	日本銀行札幌支店
	(1)　災害時における通貨の円滑な供給確保に関すること。
(2)　災害時における金融機関の業務運営の確保に係る措置に関すること。
(3)　災害時における金融機関による金融上の措置の実施に係る要請に関すること。

	日本赤十字社
北海道支部羽幌町分区
	(1)　災害時における医療、助産等の救助業務に関すること。
(2)　救援物資の供給に関すること。
(3)　防災ボランティア（民間団体及び個人）の行う救助活動の連絡調整に関すること。
(4)　北海道災害義援金募集委員会の運営に関すること。

	日本放送協会
旭川放送局
	(1)　防災に係る知識の普及に関すること。
(2)　予報（注意報を含む。）、特別警報・警報並びに情報等及び被害状況等に関する報道、防災広報に関すること。

	日本通運(株)札幌支店
	(1)　災害時における救援物資の緊急輸送等の支援に関すること。

	北海道電力株式会社
	(1)　電力供給施設の防災対策に関すること。
(2)　災害時における電力の円滑な供給に関すること。
(3)  ダムの放流等についての関係機関との連絡調整を行うこと。


	北海道電力ネットワーク株式会社羽幌ネットワークセンター
	




	文言の整理
（機関名の修正）
	軽微
	

	編
	章
	節
	頁
	現行計画(令和３年４月)
	修正案
	修正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	
		一般社団法人北海道歯科医師会
	(1)　災害時における歯科医療に関すること。

	一般社団法人北海道薬剤師会
	(1)　災害時における調剤、医薬品の供給に関すること。

	公益社団法人北海道看護協会
	(1)　災害時における看護業務の支援に関すること。

	公益社団法人北海道獣医師会
	(1)　災害時における家庭動物の対応に関すること。

	オロロン土地改良区
	(1)　土地改良施設の防災対策に関すること。
(2)　農業水利施設の災害対応対策及び災害復旧対策に関すること。

	一般社団法人北海道バス協会
公益社団法人北海道トラック協会
	(1)　災害時における人員、緊急物資及び災害対策用資材等の緊急輸送への支援に関すること。

	一般社団法人北海道LPガス協会
	(1)　災害時におけるエルピーガス供給活動の支援に関すること。

	一般社団法人北海道建設業協会
	(1)　災害時における応急対策業務に関すること。

	社会福祉法人北海道社会福祉協議会
	(1)　被災地域におけるボランティアセンターの支援に関すること。
(2)　北海道災害派遣ケアチームの派遣に関すること。
(3)　羽幌町社会福祉協議会の処理する防災に関する事務又は業務の実施の協力等総合調整に関すること。

	羽幌沿海フェリー(株)
	(1)　災害時における人員、緊急物資及び災害対策用資材等の緊急輸送についての支援に関すること。


９　公共的団体及び防災上重要な施設の管理者
	機関名
	事務又は業務

	一般病院及び三師会
	(1)　災害時における医療関係機関との連絡調整並びに応急医療、助産及び防疫その他救助の実施に関すること。

	オロロン農業協同組合
北るもい漁業協同組合
留萌中部森林組合
	(1)　共同利用施設の災害応急対策及び災害復旧策に関すること。
(2)　被災組合員に対する融資及びそのあっせんに関すること。
(3)　共済金支払いの手続に関すること。
(4)　町が行う被害状況調査及び応急対策の協力を行うこと。

	羽幌町商工会
	(1)　災害時における物価の安定及び救援物資、復旧資材の確保についての協力に関すること。
(2)　被災商工業者に対する融資及びそのあっせんに関すること。
(3)　町が行う被害状況調査及び応急対策の協力を行うこと。

	沿岸バス(株)
	(1)　災害時における救援物資及び応急対策用物資の緊急輸送業等について関係機関の支援に関すること。

	危険物関係施設の管理者
	(1)　災害時における危険物の保安に関する措置に関すること。

	電気通信事業者
	(1)　災害時における電気通信の確保に係る関係機関への支援に関すること。

	社会福祉法人
羽幌町社会福祉協議会
	(1)　被災生活困窮者に対する融資及びあっせんに関すること。
(2)　被災者救護支援及び保護についての協力に関すること。
(3)　ボランティア（民間団体及び個人）の行う救助活動連絡調整に関すること。

	地域自治組織団体及び
青年、女性団体
	(1)　災害時における住民連携及び相互の奉仕協力に関すること。
(2)　災害時における情報伝達及び避難等の支援活動を行うこと。
(3)　非常食等の炊き出し及びボランティア活動に関すること。
(4)　避難所運営に関すること。
(5)　その他災害予防責任者が実施する防災訓練等への協力及び災害応急対策実施責任者が実施する災害応急対策への協力に関すること。

	水難救難所
（羽幌、天売、焼尻）
	(1)　沿岸海域における海難救助に関すること。
(2)　港湾等防災対策の協力に関すること。
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	1
	1
	7
	15
～
16
	[bookmark: OLE_LINK210]第７節　住民及び事業者の基本的責務等
いつでもどこでも起こり得る災害に対し、人的被害、経済被害を軽減する減災の取組を推進し、安全・安心を確
保するためには、行政による災害対策を強化し、「公助」を充実させていくことはもとより、住民一人ひとりや事
業者等が自ら取り組む「自助」や身近な地域コミュニティにおいて住民等が力を合わせて助け合う「共助」が必要
となることから、個人や家庭、民間の事業者や団体等、様々な主体が連携して、災害に関する知識と各自の防災・
[bookmark: OLE_LINK213][bookmark: OLE_LINK214][bookmark: OLE_LINK239]減災対応に習熟し、実践していくことが必要である。
[bookmark: OLE_LINK212]
第１　住民の責務
住民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に立ち、平常時から、防災に関する知識の習得や
食品、飲料水をはじめとする生活必需物資の備蓄等、自ら災害に対する備えを行うとともに、一般的に自分は大
丈夫という思い込み（正常性バイアス）が働くことを自覚しながら、防災訓練等、自発的な防災活動への参加や
災害教訓の伝承に努める。
また災害時には、まず、自らの身の安全を守るよう行動した上で、近隣の負傷者や避難行動要支援者への支援、
避難所における自主的活動、町、道及び防災関係機関が実施する防災活動への協力等、地域における被害の拡大
防止や軽減への寄与に努める。
[bookmark: OLE_LINK64]１　平常時の備え
(1)　避難の方法（避難路、指定緊急避難場所等）及び家族との連絡方法の確認
(2)　「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー、ポー
タブルストーブ等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池、携帯電話充電器等）の準備、
自動車へのこまめな満タン給油及び自宅等の暖房・給湯用燃料の確保
(3)　隣近所との相互協力関係の醸成
(4)　災害危険区域等、地域における災害の危険性の把握
(5)　防災訓練、研修会等への積極的参加による防災知識、応急救護技術等の習得
(6)　町内会や自治会における要配慮者への配慮
(7)　自主防災組織の結成による備蓄や訓練の実施
(8)　保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等を行う。
２　災害時の対策
(1)　地域における被災状況の把握
(2)　近隣の負傷者や避難行動要支援者に対する救助・支援
(3)　初期消火活動等の応急対策
(4)　避難所での自主的活動や住民が主体となった避難所運営体制の構築
(5)　町、道及び防災関係機関の活動への協力
(6)　自主防災組織の活動
３　災害緊急事態の布告があったときの協力
国の経済や公共の福祉に重大な影響を及ぼすような異常で激甚な非常災害が発生し、基本法第105条に基づ
く災害緊急事態の布告が発せられ、内閣総理大臣から社会的・経済的混乱を抑制するため、生活必需品等国
民生活との関連性が高い物資や燃料等国民経済上重要な物資をみだりに購入しないこと等の協力を求められ
た場合、住民は、これに応ずるよう努める。
	第７節　住民及び事業者の基本的責務等
いつでもどこでも起こり得る災害に対し、人的被害、経済被害を軽減する減災の取組を推進し、安全・安心を確保するためには、行政による災害対策を強化し、「公助」を充実させていくことはもとより、住民一人ひとりや事業者等が自ら取り組む「自助」や身近な地域コミュニティにおいて住民等が力を合わせて助け合う「共助」が必要となることから、個人や家庭、民間の事業者や団体等、様々な主体が連携して、災害に関する知識と各自の防災・減災対応に習熟し、実践していくことが必要である。

第１　住民の責務
住民は、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の基本に立ち、平常時から、防災に関する知識の習得や食品、飲料水をはじめとする生活必需物資の備蓄等、自ら災害に対する備えを行うとともに、一般的に自分は大丈夫という思い込み（正常性バイアス）が働くことを自覚しながら、防災訓練等、自発的な防災活動への参加や災害教訓の伝承に努める。
また災害時には、まず、自らの身の安全を守るよう行動した上で、近隣の負傷者や避難行動要支援者への支援、避難所における自主的活動、町、道及び防災関係機関が実施する防災活動への協力等、地域における被害の拡大防止や軽減への寄与に努める。
１　平常時の備え
(1)　避難の方法（避難路、指定緊急避難場所等）及び家族との連絡方法の確認
(2)　「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー、ポータブルストーブ等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池、携帯電話充電器等）の準備、自動車へのこまめな満タン給油及び自宅等の暖房・給湯用燃料の確保
(3)　隣近所との相互協力関係の醸成
(4)　災害危険区域等、地域における災害の危険性の把握
(5)　防災訓練、研修会等への積極的参加による防災知識、応急救護技術等の習得
(6)　町内会等における要配慮者への配慮
(7)　自主防災組織の結成による備蓄や訓練の実施
(8)　保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等を行う。
２　災害時の対策
(1)　地域における被災状況の把握
(2)　近隣の負傷者や避難行動要支援者に対する救助・支援
(3)　初期消火活動等の応急対策
(4)　避難所での自主的活動や住民が主体となった避難所運営体制の構築
(5)　町、道及び防災関係機関の活動への協力
(6)　自主防災組織の活動
３　災害緊急事態の布告があったときの協力
国の経済や公共の福祉に重大な影響を及ぼすような異常で激甚な非常災害が発生し、基本法第105条に基づく
災害緊急事態の布告が発せられ、内閣総理大臣から社会的・経済的混乱を抑制するため、生活必需品等国民生活
との関連性が高い物資や燃料等国民経済上重要な物資をみだりに購入しないこと等の協力を求められた場合、住
民は、これに応ずるよう努める。
	誤植修正
	軽微
	

	1
	1
	7
	17
	第２　事業者の責務
[bookmark: OLE_LINK133]災害応急対策や災害復旧に必要となる食料、飲料水、生活必需品等の物資・資材又は役務の供給・提供に関す
る者をはじめとする各事業者は、日常的に災害の発生に備える意識を高め、自ら防災対策を実施するとともに、
町、道、防災関係機関、自主防災組織等が行う防災対策に協力しなければならない。
このため、従業員や施設利用者の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域への貢献・地域との共生等、
災害時に果たす役割を十分に認識し、各事業者において災害時に業務を継続するための事業継続計画（BCP）を策
定するとともに、防災体制の整備や防災訓練の実施、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組
を継続的に実施することなどを通じて、防災活動の推進に努める。
また、地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等により被害の拡大防止を図るため、緊急
地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努める。
１　平常時の備え
(1)　災害時行動マニュアル及び事業継続計画（BCP）の策定
(2)　防災体制の整備
(3)　事業所の耐震化・耐浪化の促進
(4)　予想被害からの復旧計画策定
(5)　防災訓練の実施及び従業員等に対する防災教育の実施
(6)　燃料、電力等重要なライフラインの供給不足への対応
(7)　取引先とのサプライチェーンの確保
２　災害時の対策
(1)　事業所の被災状況の把握
(2)　従業員及び施設利用者への災害情報の提供
(3)　施設利用者の避難誘導
(4)　従業員及び施設利用者の救助
(5)　初期消火活動等の応急対策
(6)　事業の継続又は早期再開・復旧
(7)　ボランティア活動への支援等地域への貢献
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	1
	1
	7
	17
	第３　住民及び事業者による地区内の防災活動の推進
１　町内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者（要配慮者利用施設や地下街等の施設
管理者を含む。）（以下「地区居住者等」という。）は、当該地区における防災力の向上を図るため、協働により、防災訓練の実施、物資等の備蓄、避難行動要支援者の避難支援体制の構築等の自発的な防災活動の推進に努める。
２　地区居住者等は、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、地区防災計
画の素案として防災会議に提案するなど、町との連携に努める。
	第３　住民及び事業者による地区内の防災活動の推進
１　町内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者（要配慮者利用施設や地下街等の施設管理者を含む。）（以下「地区居住者等」という。）は、当該地区における防災力の向上を図るため、協働により、防災訓練の実施、物資等の備蓄、避難行動要支援者の避難支援体制の構築等の自発的な防災活動の推進に努める。
２　地区居住者等は、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、地区防災計画の素案として防災会議に提案するなど、町との連携に努める。
	文言の整理
(個別避難計画に係る
内容を追記)
	重要
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	３　防災会議は、地区防災計画の提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえて、地域防災計画に地区防災計画を定める必要性について判断し、必要があると認めるときは、地域防災計画に地区防災計画を定める。
４　町は、自主防災組織の育成、強化を図るとともに、住民一人ひとりが自ら行う防災活動の促進により、町における地域社会の防災体制の充実を図る。
	３　防災会議は、地区防災計画の提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえて、地域防災計画に地区防災計画を定める必要性について判断し、必要があると認めるときは、地域防災計画に地区防災計画を定める。
４　町は、自主防災組織の育成、強化を図るとともに、住民一人ひとりが自ら行う防災活動の促進により、町に
おける地域社会の防災体制の充実を図る。
５　町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地区防災計画を定める場
合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とした避難支援の役割
分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努めるものとする。また、訓練等により、両計画の
一体的な運用が図れるよう努める。

	
	
	

	1
	1
	7
	18
	第４　住民運動の展開
町は、災害に関する知識と各自の防災対策に習熟し、その実践活動が継続的に促進されるよう、災害予防責任
者をはじめ、住民個人や家庭、事業者や団体等、多様な主体の連携により、防災の日、防災週間、水防月間、土
砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、津波防災の日、防災とボランティアの日、防災とボランティア週
間等のあらゆる機会を活用し、防災意識を高揚するための様々な取組を行い、広く住民の参加を呼びかける。
	第４　住民運動の展開
町は、住民に対して災害に関する知識の普及と防災対策を促すため、町が計画する防災訓練、各種団体等からの要請に基づく防災教育、各学校が計画する１日防災学校、国が計画する全国防災週間等、あらゆる機会を活用して、防災意識を高揚させるための様々な取組を行うとともに、住民の参画意識を高められるような呼びかける。
	文言の整理
(実情に合わせて再整理)
	重要




	

	1
	2
	1
	19
	第２章　羽幌町の概況
第１節　自然的条件
第１　位置及び面積
本町は、北海道西北部留萌振興局管内の中央に位置し、東経141度17分から142度03分、北緯44度12分から27
分の間にあり、羽幌地区と離島である天売・焼尻地区とからなっている。
主要部をなす羽幌地区は日本海に面し、面積は472.65㎞2、南は苫前町に、北は初山別村及び遠別町、東は天塩
山地を隔てて幌加内町に接している。
また、海上約24㎞を隔てて、日本最北の国定公園に指定されている天売島（面積5.47㎞2）及び焼尻島（面積
5.19㎞2）を有している。
	
第１　位置及び面積
町は、留萌管内の中心に位置し、南は苫前町、北は初山別村及び遠別町、東は天塩山地を隔てて幌加内町、西は日本海に面しており、東経141度17分から142度03分、北緯44度12分から27分の間にあり、羽幌市街と海上24kmに日本最北の国定公園(暑寒別天売焼尻国定公園)に指定されている、天売島、焼尻島を有しており、羽幌地区、天売地区及び焼尻地区からなっている。
町全体の面積は472.65㎞2(内訳は、羽幌地区が461.99㎞2、天売地区が5.47㎞2、焼尻地区が5.19㎞2)　　　
	文言の整理
(町勢要覧を参考に再整理)
	重要
	

	1
	2
	1
	19
	第２　地勢
羽幌地域は、地形的にみると、北海道北西部に分布する天塩山地の中央部（中央天塩山地）の北部に位置して
いる。町域は羽幌川と築別川の流域であり、そのほとんどが山地や丘陵地であるが、海岸には海岸段丘が分布し
ている。なお、沖積平野部は、両河川の河口付近の狭い範囲である。
また、土質は一般に地味肥沃で、夏季は対馬暖流の影響により比較的温暖であるため、水稲栽培の適地とされ、
古くから農業、漁業が発達している。
	第２　地勢
町の東部は、天塩山地に連なる山岳地帯であり、その主峰ピッシリ山を源流に羽幌川と築別川が朝日台地を境に東西に貫流し、その流域は高沃な農耕地となっており、平均標高は114ｍ、最低標高－１ｍ、最大標高1,002ｍとなっている。
また、町域のほとんどが山地や丘陵地であり、海岸には海岸段丘が分布、沖積平野部(軟弱な地盤)は、両河川の河口付近の狭い範囲となっており、地質的には積岩のみによって構成されている。
	文言の整理
(町勢要覧、地質調査所資料等を参考に追記、地勢のみ記述)
	重要
	

	1
	2
	1
	19
	第３　気候及び風土
本町は、日本海沿岸に位置しており、気候区分の上では日本海型の地域に属し、冬季は湿潤寒冷、夏季は温暖
で、春から初夏にかけて乾燥し、晩夏から秋にかけて多雨である。気温は、対馬暖流の影響を受け、冬季と夏季
の温度較差も小さく比較的住みやすい地域である。しかし、冬季は西高東低の気圧配置に影響され、強い季節風
とかなりの降雪がもたらされる。
	第３　気候及び風土
町は、日本海沿岸に位置しており、気候区分の上では日本海型の地域に属し、冬季は湿潤寒冷、夏季は温暖で、春から初夏にかけて乾燥し、晩夏から秋にかけて多雨である。気温は、対馬暖流の影響を受け、冬季と夏季の温度較差も小さく、年平均気温は７度前後で比較的住みやすい地域である。しかし、冬季は西高東低の気圧配置に影響され、強い季節風とかなりの降雪がもたらされる。
	文言の整理
(統計上の年平均気温を追記)
	軽微
	

	1
	2
	2
	20
	第２節　社会的条件
本町は、農業、漁業の第一次産業を中心に発展し、昭和７年には国鉄羽幌線が開通、その後、羽幌炭砿の採炭開
始、天売村、焼尻村との合併、港湾整備と様々なまちづくりの取組が進められた。
しかし、急速な社会環境の変化に伴い、羽幌炭砿が閉山、さらに、国鉄羽幌線の廃止などに伴い人口が大幅に減
少し、過疎化現象が進んでいる。
今日、町は、第一次産業の基盤強化をはじめ、国定公園の天売島、焼尻島、はぼろバラ園やはぼろ温泉サンセッ
トプラザを拠点として、豊かな自然を活かしたまちづくりを進めている。
大規模な災害では、地盤や地質等の自然条件に起因する災害と社会的条件によってもたらされる災害が同時複合
的に現出する場合があり、被害を拡大する社会的災害要因としては、主に次のような点が大きな影響を与えると思
われる。これらの点は、本町における急速な社会的条件の変化によって、被害が拡大するだけでなく、被害の様相
も多様化するものと考えられるが、現状ではこうした新しい災害要因への対応は、決して満足できる状態にあると
は言えない。
したがって、こうした条件変化に最大限の努力を払うと同時に、地道な基礎的、科学的調査や防災意識の普及活
動を不断に続けていく必要がある。
[bookmark: _Toc428208057][bookmark: _Toc428359569]第１　少子化・高齢化の進行
平成22年の国勢調査によると、本町の総人口は7,964人、世帯数は3,534世帯である。
年齢構成比は、年少人口（15歳未満）が10.4％、生産年齢人口（15～65歳未満）が53.8％、老年人口（65歳以上）
が35.8％であり、道全体の老年人口の割合が24.7％であるのと比べて高齢化が進展していることに加え、年少人
口の割合についても、道全体の12.0％を下回っている状況である。今後も全国的な傾向から、少子化・高齢化は
進行することが予想され、災害応急活動を行うためのマンパワーが不足する可能性が非常に高くなっている。
また、少子化・高齢化の進行とともに、災害時において支援を要する要配慮者に対する取組も重要である。

	第２節　社会的条件
本町は、農業、漁業の第一次産業を中心に発展し、昭和７年には国鉄羽幌線が開通、その後、羽幌炭砿の採炭開始、天売村、焼尻村との合併、港湾整備と様々なまちづくりの取組が進められた。
しかし、急速な社会環境の変化に伴い、羽幌炭砿が閉山、さらに、国鉄羽幌線の廃止などに伴い人口が大幅に減少し、過疎化現象が進んでいる。
今日、町は、第一次産業の基盤強化をはじめ、国定公園の天売島、焼尻島、はぼろバラ園やはぼろ温泉サンセットプラザを拠点として、豊かな自然を活かしたまちづくりを進めている。
大規模な災害では、地盤や地質等の自然条件に起因する災害と社会的条件によってもたらされる災害が同時複合的に現出する場合があり、被害を拡大する社会的災害要因としては、主に次のような点が大きな影響を与えると思われる。これらの点は、本町における急速な社会的条件の変化によって、被害が拡大するだけでなく、被害の様相も多様化するものと考えられるが、現状ではこうした新しい災害要因への対応は、決して満足できる状態にあるとは言えない。
したがって、こうした条件変化に最大限の努力を払うと同時に、地道な基礎的、科学的調査や防災意識の普及活動を不断に続けていく必要がある。
第１　少子化・高齢化の進行
住民基本台帳(令和８年３月31日)によると、本町の総人口は5,683人、世帯数は3,258世帯である。
年齢構成比は、年少人口（15歳未満）が409人(7.2％)、生産年齢人口（15～65歳未満）が2,710人(47.7％)、老年人口（65歳以上）が2,564人(45.1％)であり、北海道全体の老年人口の割合が33.4％(令和７年１月１日)であるのと比べても高齢化が加速(179市町村中、30位)しており、年少人口の割合についても、北海道全体の9.9％(令和７年５月１日)を下回っている状況である。今後も全国的な傾向から、少子化・高齢化は進行することが予想され、災害応急活動を行うためのマンパワーが不足する可能性が非常に高くなっている。
また、少子化・高齢化の進行とともに、災害時において避難の支援が必要な避難行動要支援者に対する取組も重要である。
	・経年変化の整理
・文言の整理
	重要
	

	1
	2
	2
	20
	[bookmark: _Toc428208059][bookmark: _Toc428359571]第２　生活様式の変化
人々の生活様式の変化により、電力、ガス、水道、電話等のライフライン施設への依存度が高まっており、こ
れらの施設は、災害により被害を受けるとその復旧に時間を要するばかりか、二次災害発生の危険性も含んでい
る。
また、行政機関においてもこれらの施設の依存度は高く、場合によっては、初動体制への影響も考えられる。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	1
	2
	2
	20
	[bookmark: _Toc428208060][bookmark: _Toc428359572]第３　コミュニティ意識の低下
最近の世帯動向をみると、核家族世帯の増加に伴い、徐々にコミュニティ意識の低下の傾向が見られる。災害
による被害を最小限にくい止めるためには、「自らの身の安全は自ら守る」という住民一人ひとりの防災意識の
向上とともに、自主防災組織の育成等地域における防災体制の整備充実が欠かせないものである。
	Ｎ／Ｃ
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	1
	2
	3
	21
	第３節　災害の概況
[bookmark: OLE_LINK69]第１　既往災害の状況
本町では、過去の災害記録から、主な災害は、台風、集中豪雨等による風水害、強風による火災、融雪害、冷害等があげられるほか、高潮や地震・津波災害による被害も記録されている。
気象災害の発生は、暴風雨及び融雪出水による河川の洪水が多く、次いで天候による冷害並びに火災である。
また、太平洋などの熱帯域で発生する台風は、平年では北海道へ１年に２個ほど接近し、２年に１個程度が上陸する。ところが、平成28年８月には５個の台風が接近し、うち３個が上陸しており、風又は集中豪雨による被害の発生に留意する必要がある。平成30年7月には、大雨により道央・道北を中心に大きな被害が出た。
なお、主な災害の記録は、資料３－１のとおりである。

	資料編〔災害履歴・震度階級等〕
	・災害記録（資料３－１）



	第３節　災害の概況
第１　既往災害の状況
町では、過去の災害記録から、主な災害は、台風、集中豪雨等による風水害、強風による火災、融雪害、冷害等があげられるほか、高潮や地震・津波災害による被害も記録されている。
気象災害の発生は、暴風雨及び融雪出水による河川の洪水が多く、次いで天候による冷害並びに火災である。また、太平洋などの熱帯域で発生する台風は、平年では北海道へ１年に２個ほど接近し、２年に１個程度が上陸する。ところが、平成28年８月には５個の台風が接近し、うち３個が上陸しており、暴風又は集中豪雨による被害の発生に留意する必要がある。平成30年7月には、大雨により道央・道北を中心に大きな被害が発生している。
なお、主な災害の記録は、資料３－１のとおりである。

	資料編〔災害履歴・震度階級等〕
	・災害記録（資料３－１）



	文言の整理(文言追記)
	軽微
	

	1
	2
	3
	21～22
	第２　町における地震の想定
[bookmark: OLE_LINK74][bookmark: OLE_LINK81]北海道地方の地震は、大きく、千島海溝や日本海溝から陸側へ潜り込むプレート境界付近やアムールプレート
の衝突に伴って日本海東縁部付近で発生する海溝型地震とその結果圧縮された陸域で発生する内陸型地震の２
つに分けることができる。
海溝型地震はプレート境界そのもので発生するプレート間の大地震と「平成５年（1993年）釧路沖地震」のよ
うなプレート内部のやや深い地震からなる。
内陸型地震として想定しているものは、主に内陸に分布する活断層や地下に伏在していると推定される断層に
よる地震や過去に発生した内陸地震などである。
道地域防災計画では、既往の研究成果、特に海溝型地震と内陸活断層に関する最新の研究成果等から、北海道
地方に被害を及ぼすと考えられる地震を次のとおり設定している。
北海道地方において想定される地震

[image: ]

	[bookmark: _Hlk228545962]
	地　　震
	断層モデル※
	例
（発生年）
	位置
	マグニ
チュード
	長さ
（km）

	海溝型地震
	（千島海溝／日本海溝）

	
	T1
	三陸沖北部
	地震本部／中防
	1968年
	既知
	8.0
	――

	
	T2
	十勝沖
	地震本部／中防
	2003年
	既知
	8.1
	――

	
	T3
	根室沖
	地震本部／中防
	1894年
	既知
	7.9
	――

	
	T4
	色丹島沖
	地震本部／中防
	1969年
	既知
	7.8
	――

	
	T5
	択捉島沖
	地震本部／中防
	1963年
	既知
	8.1
	――

	
	T6
	500年間隔地震
	地震本部／中防
	未知
	推定
	8.6
	――

	
	（日本海東縁部）

	
	T7
	北海道南西沖
	――
	1993年
	既知
	7.8
	――

	
	T8
	積丹半島沖
	――
	1940年
	既知
	7.8
	――



	第２　町における地震の想定
北海道地方の地震は、大きく、千島海溝や日本海溝から陸側へ潜り込むプレート境界付近やアムールプレートの衝突に伴って日本海東縁部付近で発生する海溝型地震とその結果圧縮された陸域で発生する内陸型地震の２つに分けることができる。
海溝型地震はプレート境界そのもので発生するプレート間の大地震と「平成５年（1993年）釧路沖地震」のようなプレート内部のやや深い地震からなる。
内陸型地震として想定しているものは、主に内陸に分布する活断層や地下に伏在していると推定される断層による地震や過去に発生した内陸地震などである。
なお、北海道は令和７年６月３日に「日本海沿岸の地震・津波被害想定」を15の断層帯モデルごとに公表している。これにより、最大津波高8.2ｍ、最大津波到達時間１分(天売島)、避難者数が最大2,900人となり、計画の見直しを含め防災対策の再構築が必要となっている。

[北海道地方において想定される地震]　北海道防災会議「想定地震見直しに係る検資料」抜粋(平成23年３月)
　[image: ]

左記、現行計画の表はＮ／Ｃ

	北海道計画に整合
(北海道は、今後、地震動による被害についての詳細な想定を行うこととしていたが、令和７年６月に「日本海沿岸の地震・津波被害想定」を公表)
	重要
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	T9
	留萌沖
	――
	1947年
	既知
	7.5
	――

	
	T10
	北海道北西沖
	地震本部／中防
	未知
	推定
	7.8
	――

	
	（プレート内）

	
	P1
	釧路直下
	――
	1993年
	既知
	7.5
	――

	
	P2
	厚岸直下
	――
	1993年型
	推定
	7.2
	――

	
	P3
	日高西部
	――
	1993年型
	推定
	7.2
	――

	内陸型地震
	（活断層帯）

	
	N1
	石狩低地東縁主部
	地震本部
	
	既知
	7.9
	68

	
	
	主部北側
	
	
	
	7.5
	42

	
	
	主部南側
	
	
	
	7.2
	26

	
	N2
	サロベツ
	地震本部
	
	既知
	7.6
	44

	
	N3
	黒松内低地
	地震本部
	
	既知
	7.3
	34

	
	N4
	当別
	地震本部
	
	既知
	7.0
	22

	
	N5
	函館平野西縁
	地震本部
	
	既知
	7.0-7.5
	25

	
	N6
	増毛山地東縁
	地震本部
	
	既知
	7.8
	64

	
	N7
	十勝平野
	地震本部
	
	既知
	
	

	
	
	主部
	
	
	
	8.0
	88

	
	
	光地園
	
	
	
	7.2
	28

	
	N8
	富良野
	地震本部
	
	既知
	
	

	
	
	西部
	
	
	
	7.2
	28

	
	
	東部
	
	
	
	7.2
	28

	
	N9
	標津
	地震本部
	
	既知
	7.7以上
	56

	
	N10
	石狩低地東縁南部
	地震本部
	
	既知
	7.7以上
	54以上

	
	N11
	沼田―砂川付近
	地震本部
	
	既知
	7.5
	40

	
	（伏在断層）

	
	F1
	札幌市直下
	札幌市
	未知
	推定
	6.7-7.5
	――

	
	（既往の内陸地震）

	
	E1
	弟子屈地域
	――
	1938年
	推定
	6.5
	――

	
	E2
	浦賀周辺
	――
	1982年
	推定
	7.1
	――

	
	E3
	道北地域
	――
	1874年
	推定
	6.5
	――

	
	（オホーツク海）

	
	A1
	網走沖
	――
	未知
	推定
	7.8
	60

	
	A2
	紋別沖（紋別構造線）
	――
	未知
	推定
	7.9
	70


※　断層モデルを発表している機関　地震本部：地震調査研究推進本部、中防：中央防災会議
これらの想定地震の中で本町に大きな被害を及ぼす可能性が高い地震としては、次のとおりであり、道におい
ては、今後、地震動による被害についての詳細な想定を行うこととしている。
	

































※　断層モデルを発表している機関　地震本部：地震調査研究推進本部、中防：中央防災会議
なお、北海道は断層モデルごとに「日本海沿岸の地震・津波被害想定」を令和７年６月に公表している。
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	[bookmark: OLE_LINK80]１　海溝型地震（日本海東縁部）
日本海の東縁部にはプレート境界があると考えられており、その境界には東西方向の圧縮力のために「歪
み集中帯」と呼ばれる活断層・活褶曲帯が形成されている。ここでは、北海道南西沖、積丹半島沖及び留萌
沖の領域で歴史地震があり、逆断層型の地震が起きている。これらの領域とサハリン西方沖の間の北海道北
西沖は歴史的に大震が知られていない領域である。
[bookmark: OLE_LINK233]なお、これらは太平洋側の海溝型地震に比べ、発生間隔は長いと考えられている。
[bookmark: OLE_LINK231][bookmark: OLE_LINK232]○　北海道南西沖（T7）
北海道南西沖では、1993年にM7.8の「平成5年（1993年）北海道南西沖地震」が発生している。地震に
由来する海底堆積物の解析などから、地震は500年～1,400年程度の間隔で発生すると想定されている
○　積丹半島沖（T8）
積丹半島沖では、1940年にM7.5の地震が起きている。地震に由来する海底堆積物の解析などから、1,400
年～3,900年程度の間隔で発生すると想定されている。北海道南西沖及び積丹半島沖の地震は直近の発生か
らの経過時間が短いため、切迫性は小さいとみられている。
○　留萌沖（T9）
留萌沖では、1947年にM7.0の地震が起きている。また、1792年後志の津波（M7.1）もこの地域で発生した
可能性が大きいと考えられ、M７クラスの地震が発生する領域とみられている。
○　北海道北西沖（T10）
北海道北西沖は、歴史地震などの記録はない。具体的な地域の特定が難しいが、利尻トラフの地震性堆積物（タービダイト）の解析から3,900年程度の間隔で発生すると想定されている。直近の発生は2,100年程度前とされ、M7.8程度の地震が発生すると考えられている。
	Ｎ／Ｃ
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	23
	２　内陸型地震
(1)　活断層帯
○　増毛山地東縁断層帯（N6）
増毛山地東縁断層帯は、沼田町から北竜町・雨竜町・新十津川町・浦臼町を経て月形町にかけて分布する。西に傾く逆断層と推定され、M7.8程度の地震が想定されている。30年以内の地震発生確率は最大0.6％で、この値は我が国の主な活断層の中ではやや高いグループに属する。
○　沼田-砂川付近の断層帯（N11）
沼田-砂川付近の断層帯は、沼田町から滝川市・砂川市にかけて分布すると推定されているものである。存在するとすれば、東側隆起の逆断層でM7.5程度の地震を起こすと考えられている。最新活動期は不明である。
(2)　既往の内陸地震
○　道北地域（E3）
道北地域は、留萌地方から上川北部・宗谷地方にかけての定常的な地震活動が活発な地域である。この地域
では1874年にM6.5の地震が発生するなどM６かこれよりやや小さい地震が発生している
	Ｎ／Ｃ
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	3
	24
	第３　町における津波の想定
北海道は、「平成５年（1993年）北海道南西沖地震」や「平成15年（2003年）十勝沖地震」をはじめ、津波によ
る多くの犠牲者と甚大な被害を被っている。
このため、道は、津波発生時における住民の避難対策の強化を図るとともに、北海道沿岸地域に影響を及ぼす
海域の地震による津波に対する対策の強化を図るため、想定される最大地震津波に対応した北海道沿岸域におけ
る詳細な津波浸水予測及び被害想定を行っている。また、2011年３月11日に発生した「平成23年（2011年）東北
地方太平洋沖地震」を踏まえ、津波堆積物調査などの科学的知見により、あらゆる可能性を考慮した最大クラス
の津波の想定を行い、各海域の想定の見直しに取り組んでいる。




	第３　町における津波の想定
北海道は、「平成５年（1993年）北海道南西沖地震」や「平成15年（2003年）十勝沖地震」をはじめ、津波による多くの犠牲者と甚大な被害を被っている。
このため、北海道は、日本海沿岸で最大クラスの地震・津波が発生した際に想定される具体的な被害を15の断層モデルごとに算定、その規模を令和７年６月に公表している。
本町に影響が大きいのは、断層モデルのF03Dとされ、最大津波高は8.2ｍ、第一波及び最大波到達時間は１分(天売島)、人的被害は死者数410名、負傷者数は250名、建物被害は全壊が750棟、避難者数は最大2,900名などとされている。
[想定する断層モデル]
[image: ]■　本町に影響のある断層モデル
Ｆ０１、Ｆ０２Ｆ０３連動、Ｆ０３Ｄ、Ｆ０６、Ｆ０６Ｄ、Ｆ０７、
Ｆ０９の７個断層モデル

[震度分布]
[image: ]

	北海道計画に整合
(北海道は、今後、地震動による被害についての詳細な想定を行うこととしていたが、令和７年６月に「日本海沿岸の地震・津波被害想定」を公表)
	重要
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	１　津波浸水想定の設定
　　　　 道では、北海道日本海沿岸に影響を及ぼす津波の浸水予測について、平成22年３月に設定しているが、東
日本大震災を踏まえ、津波堆積物調査など科学的根拠に基づき、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの津
波を想定することとし、津波浸水予測図の点検・見直しを進めてきた。見直しに当たっては、北海道立総合
研究機構地質研究所が平成24年度から25年度に実施した津波堆積物調査の結果を踏まえ、国が公表した津
波断層モデルを基本としながらも、道として「平成５年（1993年）北海道南西沖地震」による津波の経験等
を踏まえた視点を加えた上で津波断層モデルを設定し、平成28年度に日本海沿岸の津波浸水予測図を見直
し、「津波防災地域づくりに関する法律」に規定する津波浸水想定として設定した。
　　     設定した津波断層モデルの配置図及びこの結果に基づく津波浸水想定の詳細は次のとおりである。

日本海沿岸津波浸水想定に係る津波断層モデル
[image: ]
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　[image: ]
　[急傾斜地崩壊危険度]
　[image: ]　[image: ][image: ]
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	参考図１「津波浸水想定区域図（留萌振興局）」
[image: ]

参考図２「浸水想定面積（市町村毎の最大浸水想定面積）」
[image: ]


	　[液状化危険度]
　[image: ]　[image: ][image: ]

  [image: ]
　[被害想定]
　　〇　人的被害
　　　　死傷者及び負傷者(人)
　　　[image: ]
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	26～27

	２　津波浸水予測・被害想定調査（平成21年度）
日本海沿岸における津波被害想定については、今後、道において、平成28年度に設定した津波浸水想定に基
づき、進められていく予定であるが、平成21年度に設定している津波浸水予測に基づく被害想定の計算は、次
のとおりである。

北海道日本海沿岸で想定される地震津波
[image: ]


	地震モデル
	位置付け

	①北海道北西沖の地震（沖側）
	地震空白域で今後発生する危険性のあるモデル

	②北海道北西沖の地震（沿岸側）
	地震空白域で今後発生する危険性のあるモデル

	③留萌沖の地震
	地震空白域で今後発生する危険性のあるモデル

	④神威岬沖の地震
	既往の地震津波を再現するモデル及び地震空白域で今後発生する危険性のあるモデル

	⑤北海道南西沖地震
	既往の地震津波を再現するモデル

	⑥青森県西方沖の地震
	既往の地震津波を再現するモデル及び地震空白域で今後発生する危険性のあるモデル



①　北海道北西沖（沖側）の地震
礼文島の西海岸で10ｍを超える津波が到達するほか、津波水位が礼文島全海岸、利尻島、増毛町で５ｍを超え、石狩市以北で３ｍ以上になる。１ｍ以上の水位上昇が生じる時間は、最も早い礼文島で30分前後となる。
②　北海道北西沖（沿岸側）の地震
稚内市～初山別村及び積丹町、利尻町の海岸で津波水位が５ｍを超える場所もある。礼文島、利尻島、天売島、焼尻島は波源域に位置することから、地震発生直後に津波が到達することが想定されるなど、本町において、地震に伴う津波の影響が最も大きい。
なお、羽幌町以北でも地震発生後20分以内に初期水位から１ｍ以上の水位上昇が生じる。
③　留萌沖の地震
石狩市、増毛町、積丹町の海岸で津波水位が３ｍを超える場所がある。１ｍ以上の水位上昇が生じる時間は波源に近い後志総合振興局、留萌振興局の海岸で早く、天売島、増毛町、古平町、積丹町、神恵内村で20分以内に生
じる。
④　神威岬沖の地震
積丹町の海岸で津波水位が３ｍを超える場所がある。１ｍ以上の水位上昇が生じる時間は波源に近い後志総合振興局、檜山振興局の海岸で早く、神恵内村～せたな町及び奥尻島北部で20分以内に生じる。
⑤　北海道南西沖地震
奥尻島の南西海岸及びせたな町で10ｍを超える津波が到達するほか、津波水位が八雲町～寿都町の海岸で５ｍ
を超え、上ノ国町～積丹町で３ｍ以上になる。１ｍ以上の水位上昇が生じる時間は、奥尻島及びせたな町で10分
以内、松前町～神恵内村で20分以内となる。
⑥　青森県西方沖の地震
上ノ国町で津波水位が５ｍを超えるほか、せたな町～松前町の海岸で津波水位が３ｍを超える場所がある。１ｍ以上の水位上昇が生じる時間は波源に近い檜山振興局、渡島総合振興局の海岸で早く、奥尻島及び松前町で10分以内、せたな町以南で20分以内となる。
	揺れ及び津波被害に伴う要救助者数、低体温症要対処者数(人)
　　　　[image: ]
　　〇　建物被害(棟)
　　[image: ]
　　〇　避難者数(人)
　冬の夕方を想定
　　[image: ]
〇　インフラ・ライフライン被害
道路・橋梁被害(箇所)
　　　[image: ]
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	[bookmark: OLE_LINK155]３　平成21年度に設定した津波浸水予測に基づく被害想定予測結果
道では、６つの想定地震のうち、沿岸の津波水位分布、津波到達時間等を指標に本町に影響の大きい３つの
想定地震を選定し、被害想定を実施している。
本町に影響の大きい３つの想定地震としては、「①北海道北西沖の地震（沖側）」、「②北海道北西沖の地震（沿
岸側）」及び「④神威岬沖の地震」が選定されており、各想定地震による主な被害の想定は次のとおりである。
(1)　建物被害（構造物の効果なし）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：棟）
	想定地震
	全壊
	半壊
	床上
	床下

	①北海道北西沖の地震（沖側）
	17
	26
	46
	292

	②北海道北西沖の地震（沿岸側）
	47
	369
	161
	358

	④神威岬沖の地震
	4
	22
	8
	52


(2)　人的被害（死者数：構造物の効果なし）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	想定地震
	低・夏
	低・冬
	高・夏
	高・冬

	①北海道北西沖の地震（沖側）
	24
	1
	2
	0

	②北海道北西沖の地震（沿岸側）
	84
	12
	34
	5

	④神威岬沖の地震
	20
	0
	1
	0


（注）被害予測結果の数値は、整数に丸めている。「0」と表記された場合でも人的被害はゼロではない場合がある。
「低・夏」：避難意識が低い場合で夏の昼の場合の死者数
「低・冬」：避難意識が低い場合で冬の夜の場合の死者数
「高・夏」：避難意識が高い場合で夏の昼の場合の死者数
「高・冬」：避難意識が高い場合で冬の夜の場合の死者数
(3)　人的被害（負傷者数：構造物の効果なし）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	想定地震
	重傷・夏
	重傷・冬
	中等・夏
	中等・冬

	1 北海道北西沖の地震（沖側）
	47
	1
	114
	3

	②北海道北西沖の地震（沿岸側）
	61
	10
	148
	24

	④神威岬沖の地震
	33
	1
	81
	2


（注）被害予測結果の数値は、整数に丸めている。「0」と表記された場合でも人的被害はゼロではない場合がある。
「重傷・夏」：夏の昼の場合の重傷者数
「重傷・冬」：冬の夜の場合の重傷者数
「中等・夏」：夏の昼の場合の中等傷者数
「中等・冬」：冬の夜の場合の中等傷者数
(4)　道路被害（構造物の効果なし）
	想定地震
	総延長
（km）
	被害延長（km）
	総区間数
（区間）
	被害区間（区間）

	①北海道北西沖の地震（沖側）
	639.40
	15.74
	2,076
	82

	②北海道北西沖の地震（沿岸側）
	
	26.05
	
	172

	④神威岬沖の地震
	
	10.43
	
	30


（注）自動車の通行可能な道路について、交差点間の一部でも浸水する道路を抽出
(5)　ライフライン重要拠点施設（構造物の効果なし）
上水道、下水道、都市ガス、電力及び電話のライフライン重要拠点施設については、本町において、浸水
[bookmark: OLE_LINK160][bookmark: OLE_LINK156][bookmark: OLE_LINK157][bookmark: OLE_LINK159]域内に位置しないと予測された。
(6)　海域における被害想定
津波に伴う港湾・漁港及び周辺海域におけて想定される津波直接被害としては、航行船舶の航路逸脱・座
礁・転覆、係留船舶の係留索の切断、小型船舶の流出・乗り上げ等の船舶被害や、港湾・漁港の就労者の人
的被害、防波堤、倉庫・上屋などの施設被害、津波により流出したコンテナ等が漂流物となり岸壁・護岸へ
の衝突による被害など、様々な被害が想定される。
特に、地震・津波発生後に漁船の係留補強や漁船の監視のために漁港へ行く漁業者の行動や海上にいる漁
船の避難行動等は、津波防災対策上、必要不可欠な課題であり、津波に関する知識欠如による初動期の情報
伝達不足や避難行動の不徹底等により被害を増大させる可能性が考えられる。
幌延町～苫前町の海域においては、「②北海道北西沖（沿岸側）」の地震に伴う津波による影響が最も大き
く、地域によって差はあるものの沿岸部では４ｍを超える津波が10分前後で来襲すると想定され、２m/sを超
える流速となることが予測されている。被害低減のためには、航行中の船舶については、津波警報の情報を
入手後、砕波による影響がない最低でも水深30ｍ以深へ沖出しする必要がある。また、流速による影響を受
けない安全海域は、水深50ｍ以深海域となることが予測されている。一方、港湾・漁港内に停泊している船
舶については、水深の深い広い海域への沖出しや、小型船舶は、陸揚げを行い津波による漂流分子とならな
いように固縛するなどの措置が考えられるが、北海道北西沖（沿岸側）の地震に伴う津波は、早いところで
10分前後で来襲すると予測される地域もある。したがって、時間的余裕のない場合は、船舶の沖出しや陸揚
げは諦め、直ちに港湾・漁港から避難することが重要となる。なお、内湾や港湾・漁港周辺を航行中の船舶
の場合は、安全海域までの距離が長くなるため、津波来襲前に安全海域へ到達することが困難な場合も想定
されることから、関係者間で事前に協議し、安全海域の選定や避難行動について共通理解を持っておくこと
が津波防災対策上必要不可欠と考えられる。
災害の予防、応急及び復旧対策等の防災諸活動に即応する体制を確立し、災害対策の総合的運営を図るた
め、防災に関する組織及びその運営等に関する事項を定め、災害対策実施体制の確立を図る。






	上水道・下水道利用困難人数(人)
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下水道復旧予測日数(日)
　　　[image: ]
停電件数(軒) 冬の夕方を想定
　　　[image: ]
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	[bookmark: _Toc351309479][bookmark: _Toc428208062][bookmark: _Toc428359574][bookmark: OLE_LINK237]第３章　防災組織
[bookmark: _Toc428208063][bookmark: _Toc428359575]第１節　組織計画
第１　防災会議
防災会議は、町長を会長とし、基本法第16条第６項の規定に基づく羽幌町防災会議条例（昭和38年条例第７号）
第３条第５項に定める者を委員として組織するものであり、町における災害に関する基本方針及び計画を作成
し、その実施の推進を図る。
１　組織
防災会議組織図
会長
羽幌町長
留萌開発建設部羽幌道路事務所　所長
留萌開発建設部留萌港湾事務所　所長
留萌北部森林管理署羽幌森林事務所　地域統括森林官
①指定地方行政機関
留萌振興局地域創生部　部長
留萌振興局留萌建設管理部羽幌出張所　所長
北海道立羽幌病院　院長
北海道旭川方面羽幌警察署　署長
副町長
教育長
消防長
消防署　署長
羽幌消防団　団長
天売消防団　団長
焼尻消防団　団長
北海道電力ネットワーク株式会社羽幌ネットワークセンター　所長
日本郵便株式会社羽幌郵便局　局長
オロロン土地改良区　理事長
羽幌沿海フェリー株式会社　代表取締役
オロロン農業協同組合　代表理事組合長
北るもい漁業協同組合　代表理事組合長
羽幌町商工会　会長
羽幌町社会福祉協議会　会長
羽幌水難救難所　所長
天売水難救難所　所長
焼尻水難救難所　所長
沿岸バス株式会社　代表取締役
②北海道
③警察署
④羽幌町
⑤羽幌町教育委員会
⑥北留萌消防組合
⑦指定公共機関
指定地方公共機関
公共団体及び防災上重要な施設の管理者
羽幌三師会　会長
北部方面隊第２師団第26普通科連隊　連隊長
⑧学識経験者
⑨陸上自衛隊


２　運営
防災会議の運営は、羽幌町防災会議条例の定めるところによる。

	資料編〔条例・協定等〕
	・羽幌町防災会議条例（資料８－１）
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	第２　災害対策本部
災害対策本部は、基本法及び羽幌町災害対策本部条例（昭和38年条例第８号）に基づき、災害が発生し、又は
発生するおそれがある場合において、総合的な防災活動の推進を図る。
なお、災害応急対策の実施に当たっては、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図
り、適切な対応がとれるよう努めるとともに、災害対策本部の機能の充実・強化に努める。
１　設置基準、廃止の時期及び公表
(1)　設置基準
災害対策本部は、基本法第23条の２の規定により、災害・事故が発生し、又は災害が発生するおそれが
ある場合において、次の基準の一に該当し、町長が必要と認めるときに設置する。






	Ｎ／Ｃ
	(基本的には変更なし。
但し、災害対策本部の組織や所掌事務において各課等から修正意見等があれば反映)
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	災　害　対　策　本　部　設　置　基　準

	風　水　害
	・大型台風の接近等で被害の発生が予想されるとき。
・住家の床上浸水や全半壊等の被害、人的被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき。
・孤立集落、避難者の発生等により応急対策が必要なとき。
・交通機関の障害、生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要なとき。

	雪　　　害
	・住家の全半壊等の被害又は人的被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき。
・孤立集落の発生等により応急対策が必要なとき。
・交通機関の障害、生活基盤の被害が発生し、応急対策が必要なとき。

	冷（湿）害
	・各地で冷（湿）害被害が発生したとき。

	大 事 故 等
	

	
	海上災害
	・大量の油等が流出し、漁業や環境に被害が発生したとき、又は発生が予想されるとき。
・人命の救助救出及び被害者対策等を必要とするとき。
・事故により生活物資輸送等に影響が生じ、対策が必要なとき。

	
	道路災害
	・人命の救助救出及び被害者対策等を必要とするとき。
・事故により生活物資輸送等に影響が生じ、対策が必要なとき。

	
	危険物等災害
	・家屋・施設や人的被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき。

	
	大規模火災
	・家屋・施設や人的被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき。

	
	林野火災
	・消火活動の難航が予想されるとき。
・家屋・施設や人的被害が発生し、さらに被害の拡大が予想されるとき。

	
	大規模停電災害
	・人命の救助・救出案件が発生し、交通、通信網などへの影響拡大が予想されるとき

	地震災害
	・震度５弱以上の地震が発生したとき。
・地震により大規模な被害が発生したとき、又は発生するおそれがあるとき。

	津波災害
	・日本海沿岸北部に津波警報又は大津波警報が発表されたとき。
・津波による大規模な被害が発生したとき、又は発生するおそれがあるとき。

	そ　の　他
	・上記以外の災害又は複数の災害が同時に発生したとき、又は発生するおそれがあるとき。


(2)　設置場所
災害対策本部は、原則として役場庁舎に設置する。ただし、役場庁舎に設置することが困難な場合につい
ては、町長の決定・指示により、被災を免れた最寄りの公共施設に設置する。
(3)　廃止時期
町長は、災害の発生するおそれがなくなったとき、若しくは災害応急対策がおおむね完了したときは災害
対策本部を廃止する。
[bookmark: OLE_LINK301][bookmark: OLE_LINK302](4)　公表
町長は、災害対策本部を設置したときは、必要と認める者に対し、必要な手段により通知及び公表を行う。
また、廃止とした場合の公表についても設置の場合に準ずる。
	通知及び公表先
	連絡方法

	庁内職員
	庁内放送、電話、メール、口頭

	町出先機関の施設責任者
	電話、FAX、メール

	留萌振興局
	北海道総合行政情報ネットワーク、電話、FAX

	北留萌消防組合（消防本部・消防署）
	電話、FAX、メール、派遣連絡員

	羽幌警察署
	電話、FAX、メール、派遣連絡員

	防災会議構成機関
	北海道総合行政情報ネットワーク、電話、FAX、メール、派遣連絡員、口頭

	近隣市町村
	北海道総合行政情報ネットワーク、電話、FAX、メール

	住民
	消防サイレン用スピーカー、広報車、町ホームページ、
防災情報伝達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカー等）、FAX、口頭（町内会長等を通じて）、テレビ、ラジオ
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	２　標識
(1)　災害対策本部を設置したときは、役場正面玄関等適切な場所に標示板を掲出する。
(2)　本部長、副本部長、本部員その他の災害対策本部の職員が、災害時において非常活動に従事するときは腕章を帯用又は防災用ベストを着用する。
(3)　災害時において、非常活動に使用する災害対策本部の自動車には標識をつける。

	資料編〔防災組織〕
	・災害対策本部掲示板（資料１－２）
・腕章（資料１－３）
・防災用ベスト（資料１－４）
・標章（資料１－５）



３　職務の代理
災害対策本部の設置をはじめ、災害応急対策に係る本部長の職務に関し、町長の不在等で、町長による実施
が困難な場合は、次の順位で本部長の職務を代理する。
なお、自衛隊への災害派遣要請等緊急を要する判断についても、同様の対応とする。

	・第１順位　副町長　　・第２順位　総務課長　　第３順位　財務課長



４　組織等
(1)　組織
災害対策本部の組織は、次のとおりとする。
災害対策本部組織図
	
	
	
	
	部（◎：部長）
	班
	所管課室・係

	
	
	
	
	（○：副部長）
	
	

	本部長
	町長
	
	
	総務対策部
	
	
	

	副本部長
	副町長
	
	
	◎総務課長
	総務班
	総務課
	総務係、職員係、情報管理係、
電算共同化推進室

	本部員
	教育長
	
	
	○地域振興課長
	広報班
	地域振興課
	政策推進係、広報広聴係

	
	各課長等
	
	
	○天売支所長
	天売支所班
	天売支所
	

	
	消防長
	
	
	○焼尻支所長
	焼尻支所班
	焼尻支所
	

	
	消防署長
	
	
	財政対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎財務課長
	財政班
	財政課
	財政係、経理係、税務係、管財係

	本部連絡員
	各部長が指名した者
	
	
	○会計管理者
	会計班
	出納室
	出納係

	
	
	
	
	民生対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎町民課長
	町民生活班
	町民課
	総合受付係、町民生活係

	
	
	
	
	○福祉課長
	施設班
	町民課
	住宅係

	
	
	
	
	○健康支援課長
	環境衛生班
	町民課
	環境衛生係

	
	
	
	
	
	福祉班
	福祉課
	国保医療年金係、社会福祉係、
子ども係

	
	
	
	
	
	保健医療班
	健康支援課
	保健係、介護保険係、
地域包括支援センター室

	
	
	
	
	建設対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎建設課長
	土木班
	建設課
	管理係、土木港湾係、地籍調査係

	
	
	
	
	○上下水道課長
	建築班
	建設課
	建築係

	
	
	
	
	
	水道班
	上下水道課
	管理係、業務係

	
	
	
	
	産業対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎農林水産課長
	農林水産班
	農林水産課
	農政係、水産林務係

	
	
	
	
	○商工観光課長
	
	農業委員会
	農地係

	
	
	
	
	○農業委員会
事務局長
	商工観光班
	商工観光課
	商工労働係、観光振興係



	


















災害対策本部組織図
	
	
	
	
	部（◎：部長）
	班
	所管課室・係

	
	
	
	
	（○：副部長）
	
	

	本部長
	町長
	
	
	総務対策部
	
	
	

	副本部長
	副町長
	
	
	◎総務課長
	総務班
	総務課
	総務係、職員係、情報管理係、
電算共同化推進室

	本部員
	教育長
	
	
	○地域振興課長
	広報班
	地域振興課
	政策推進係、広報広聴係

	
	各課長等
	
	
	○デジタル推進課長
	
	デジタル推進課
	デジタル推進係

	
	消防長
	
	
	○天売支所長
	天売支所班
	天売支所
	

	
	消防署長
	
	
	○焼尻支所長
	焼尻支所班
	焼尻支所
	

	
	
	
	
	財政対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎財務課長
	財政班
	財政課
	財政係、経理係、税務係、管財係

	本部連絡員
	各部長が指名した者
	
	
	○会計管理者
	会計班
	出納室
	出納係

	
	
	
	
	民生対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎町民課長
	町民生活班
	町民課
	総合受付係、町民生活係

	
	
	
	
	○福祉課長
	施設班
	町民課
	住宅係

	
	
	
	
	○健康支援課長
	環境衛生班
	町民課
	環境衛生係

	
	
	
	
	
	福祉班
	福祉課
	国保医療年金係、社会福祉係、
子ども係

	
	
	
	
	
	保健医療班
	健康支援課
	保健係、介護保険係、
地域包括支援センター室

	
	
	
	
	建設対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎建設課長
	土木班
	建設課
	管理係、土木港湾係、地籍調査係

	
	
	
	
	○上下水道課長
	建築班
	建設課
	建築係

	
	
	
	
	
	水道班
	上下水道課
	管理係、業務係

	
	
	
	
	産業対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎農林水産課長
	農林水産班
	農林水産課
	農政係、水産林務係

	
	
	
	
	○商工観光課長
	
	農業委員会
	農地係

	
	
	
	
	○農業委員会
事務局長
	商工観光班
	商工観光課
	商工労働係、観光振興係



	組織改編に伴う修正
	重要
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	電気班
	商工観光課
	電気係

	
	
	
	
	教育対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎学校管理課長
	学校教育班
	学校管理課
	総務係、学校教育係

	
	
	
	
	〇社会教育課長
	
	学校給食センター
	

	
	
	
	
	
	社会教育班
	社会教育課
	社会教育係、体育振興係、図書係

	
	
	
	
	協力部
	
	
	

	
	
	
	
	◎議会事務局長
	
	議会事務局
	総務係

	
	
	
	
	○監査室長
	
	監査室
	総務係

	本部付
	各消防団長
	
	
	消防対策部
	
	
	

	
	
	
	
	◎消防署長
	
	北留萌消防組合
	庶務課、予防課、警防課

	
	
	
	
	○庶務課長
	
	消防署
	天売分遣所、焼尻分遣所

	
	
	
	
	現地災害対策本部（必要に応じて設置）
	


※　班長は、部長が指名する。
(2)　運営
災害対策本部の運営は、羽幌町災害対策本部条例に定めるところによる。

	資料編〔条例・協定等〕
	・羽幌町災害対策本部条例（資料８－２）


(3)　所掌事務
災害対策本部の各対策部における所掌事務は、次のとおりである。
	共通事務分掌

	(1)　本部長の命ずる応急対策に関すること。
(2)　災害時における災害対策本部、関係部署との連絡調整に関すること。
(3)　所掌事務に係る防災関係機関及び関係団体との連絡調整に関すること。
(4)　所掌事務に係る災害応急対策等に必要な資機材の整備及び点検に関すること。
(5)　所掌事務に係る応急対策活動の記録に関すること。
(6)　所掌事務に係る応急復旧計画の作成及び実行に関すること。 
(7)　公用令書の発行及びこれに伴う損失の補償に関すること。
(8)　部内の対応要員の確保及びローテーションに関すること。 
(9)　他の部から要請があった場合における対応要員の派遣に関すること。 
(10) 部内の連絡調整に関すること。



	部
	班
	担当課（係、室）
	所掌事務

	総務対策部
	総務班
	総務課
（総務係、職員係、
情報管理係、
電算共同化推進室）
	(1)　防災会議及び本部員会議に関すること。
(2)　災害対策本部の設置及び廃止並びに庶務に関すること。
(3)　職員の災害動員計画の作成及び実施に関すること。
(4)　庁内の非常体制に関すること。
(5)　気象予警報等の受理及び伝達に関すること。
(6)　避難指示（緊急）、避難勧告及び避難準備・高齢者等避難開始の発令に関すること。
(7)　各部（班）の連絡調整に関すること
(8)　災害情報の収集及びとりまとめ並びに報告に関すること。
(9)　災害対策本部に必要な資機材の配備及び施設の整備に関すること。
(10) 公用車（建設対策部所管のものは除く。）の運行に関すること。
(11) 災害応急資機材、物資の調達に関すること。
(12) 救助法の適用に関すること。
(13) 自衛隊の派遣要請の出動要請に関すること。
(14) 国、道に対する要請及び報告に関すること。
(15) 他市町村との相互応援に関すること。
(16) 防災関係機関（消防機関等）、団体（自主防災組織等）等に対する協力及び応援要請並びに連絡調整に関すること。
(17) 応援部隊の受入れ及び連絡調整に関すること。
(18) 職員の安否確認及び被災職員の対応に関すること。
(19) 職員の食料等の調達供給に関すること。
(20) その他各班に属さないこと。
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	修正案
	修正理由
	重要度
	備　考

	
	
	
	
		総務対策部
	広報班
	地域振興課
（政策推進係、
広報広聴係）
	(1)　通信機能の確保に関すること。
(2)　災害現地の取材及び写真収集に関すること。
(3)　災害対策本部と災害地の連絡に関すること。
(4)　避難所との連絡に関すること。
(5)　災害広報に関すること。
(6)　災害対策の要望・陳情に関すること。
(7)　災害日誌及び記録に関すること。
(8)　報道機関との連絡調整に関すること。
(9)　他班の応援に関すること。

	
	各支所班
	天売支所
	天売地区の全般に関すること。

	
	
	焼尻支所
	焼尻地区の全般に関すること。

	財政対策部
	財務班
	財務課
（財政係、経理係、
税務係、管財係）
	(1)　災害応急対策及び災害復旧に要する財政処置等資金計画に関すること。
(2)　災害予算関係及び経理に関すること。
(3)　調達資材の受払いに関すること。
(4)　災害に伴う地方債に関すること。
(5)　町有財産・施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(6)　被災家屋及びその他資産の調査（被害調査）に関すること。
(7)　被災者台帳（名簿）の作成に関すること。
(8)　罹災証明に関すること。
(9)　被災者の町税の減免等の措置に関すること。
(10) 災害に伴う町税計画の見直しに関すること。
(11) 他班の応援に関すること。

	
	会計班
	出納室
	(1)　災害に係る経費の出納に関すること。
(2)　義援金品の募集、受入れに関すること。
(3)　他班の応援に関すること。

	民生対策部
	町民生活班
	町民課
（町民生活係、
総合受付係）
	(1)　集会施設、児童遊園地等所管施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(2)　被災者相談窓口に関すること。
(3)　各地区との情報連絡に関すること。
(4)　被災者の避難場所等への誘導に関すること。
(5)　災害時の食品衛生に関すること。
(6)　被災者の救出・捜索に関すること。
(7)　方面委員等への協力要請並びに連絡調整等の総合調整に関すること。
(8)　災害時の交通情報の収集及び交通安全対策に関すること。
(9)　災害時の防犯に関すること。
(10) 他班の応援に関すること。

	
	施設班
	町民課
（住宅係）
	(1)　公営住宅の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(2)　応急仮設住宅の管理に関すること。
(3)　他班の応援に関すること。

	
	環境衛生班
	町民課
（環境衛生係）
	(1)　廃棄物処理施設、海鳥センター等所管施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(2)　被災地域の清掃指導に関すること。
(3)　塵芥の収集、し尿の処理に関すること。
(4)　放浪犬の処理に関すること。
(5)　被災地の防疫計画及び実施に関すること。
(6)　被災地の感染症予防に関すること。
(7)　遺体の埋葬に関すること。
(8)　災害廃棄物の処理に関すること。
(9)　災害時の公害発生予防及び応急措置に関すること。
(10) 衛生資器材の供給確保に関すること。

	民生対策部
	福祉班
	福祉課
（国保医療年金係、
社会福祉係、
子ども係）
	(1)　要配慮者等の避難誘導に関すること。
(2)　教育・保育施設、障がい者（児）施設利用者の避難誘導に関すること。
(3)　避難所の開設、管理運営の総括に関すること。
(4)　避難所等の記録（避難者名簿等）及び報告に関すること。
(5)　教育・保育施設、障がい者（児）施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(6)　被災者の生活支援に関すること。
(7)　救助物資（食料、飲料水、生活必需品等）の調達計画及び配分に関すること。
(8)　義援金品の配分に関すること。
(9)  羽幌町社会福祉協議会との連絡調整に関すること。
(10) 支援団体、ボランティア、日赤等による救助活動の連絡調整に関すること。
(11) 遺体の収容及び安置並びに処理に関すること。



		総務対策部
	広報班
	地域振興課
（政策推進係、
広報広聴係）
デジタル推進課
（デジタル推進係）
	(1)　通信機能の確保に関すること。
(2)　災害現地の取材及び写真収集に関すること。
(3)　災害対策本部と災害地の連絡に関すること。
(4)　避難所との連絡に関すること。
(5)　災害広報に関すること。
(6)　災害対策の要望・陳情に関すること。
(7)　災害日誌及び記録に関すること。
(8)　報道機関との連絡調整に関すること。
(9)　他班の応援に関すること。

	
	各支所班
	天売支所
	天売地区の全般に関すること。

	
	
	焼尻支所
	焼尻地区の全般に関すること。
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	保健医療班
	健康支援課
（保健係、
介護保険係、
地域包括支援センター室）
	(1)　社会福祉施設入所者の避難・救助活動に関すること。
(2)　医療施設入居者の避難・救助活動に関すること。
(3)　保健衛生施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(4)　社会福祉施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(5)　医療施設及び医療機関の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(6)　救護施設の設置及び受入れ並びに管理運営に関すること。
(7)　医薬品その他資器材の供給確保に関すること。
(8)　被災者の給食・給水計画に関すること。
(9)　被災地における予防接種に関すること。
(10) 被災地及び避難所収容者の応急医療、助産・保健指導に関すること。
(11) 保健・医療機関との連絡調整に関すること。

	建設対策部
	土木班
	建設課
（管理係、
土木港湾係、
地籍調査係）
	(1)　公共土木施設（道路、橋梁、河川、港湾等）の被害状況調査及び応急措置に関すること。
(2)　公共土木施設（道路、橋梁、河川、港湾等）の災害復旧に関すること。
(3)　配車計画の作成及び車両の確保に関すること。
(4)　応急資機材の調達、配分、保管に関すること。
(5)　河川水位の測定及び警戒に関すること。
(6)　緊急輸送に関すること。
(7)　障害物の除去及び緊急輸送路の確保に関すること。

	
	建築班
	建設課
（建築係）
	(1)　応急資材の確保に関すること。
(2)　仮設住宅の設置に関すること。
(3)　住宅の応急修理に関すること。
(4)　災害住宅復興資金に関すること。
(5)　被災地域の建築制限及び建物の建築指導に関すること。

	
	水道班
	上下水道課
（管理係、業務係）
	(1)　水道施設の被害状況調査及び応急処置並びに復旧対策に関すること。
(2)　下水道及び居住地域排水路の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(3)　応急給水場の設営に関すること。
(4)　被災地における飲料水の確保及び給水に関すること。
(5)　水道施設の警戒配備に関すること。
(6)　避難所における仮設トイレの設置に関すること。

	産業対策部

	農林水産班
	農林水産課
（農政係、
水産林務係）、
農業委員会（農地係）
	(1)　農林畜産関係の被害調査及び報告に関すること。
(2)　農林畜産関係の被害対策及び復旧に関すること。
(3)　農林畜産関係の応急復旧に関すること。
(4)　農作物及び家畜の防疫に関すること。
(5)　死亡獣畜処理に関すること。
(6)　林野の火防及び応急復旧対策に関すること。
(7)　農林畜産関係施設及び治山施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(8)　霜害気象観測に関すること。
(9)　林地及びがけ地の警戒、警防に関すること。
(10) 被災農林畜産業者への災害融資に関すること。
(11) 被災農家の営農指導に関すること。
(12) 主要食料（米穀等）の調達に関すること。
(13) 水産関係の被害調査及び報告に関すること。
(14) 水産関係の被害対策及び復旧に関すること。
(15) 水産関係の応急復旧に関すること。
(16) 津波、高潮警報発表中等における漁港及び漁民対策に関すること。
(17) 漁港施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(18) 労務相談、供給に関すること。
(19) 被災相談（産業関係）に関すること。
(20) 他班の応援に関すること。

	
	商工観光班
	商工観光課
（商工労働係
観光振興係）
	(1)　商工観光関係の被害調査及び報告に関すること。
(2)　商工観光関係の被害対策及び復旧に関すること。
(3)　商工観光関係の応急復旧に関すること。
(4)　観光施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(5)　労働関係施設の被害状況調査に関すること。
(6)　応急食料、衣料・寝具・燃料その他生活必需品の調達に関すること。
(7)　物価対策及び生活必需品等の消費、流通対策に関すること。
(8)　被災商工業者の応急対策及び災害融資に関すること。
(9)　災害時における火薬類及び高圧ガス類の保安に関すること。
(10) 災害時における砂利採取現場及び採石現場の保安に関すること。
(11) 労務相談、供給に関すること。
(12) 被災相談（産業関係）に関すること。
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	(13) 他班の応援に関すること。

	
	電気班
	商工観光課
（電気係）
	離島電気施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。

	教育対策部
	学校教育班
	学校管理課
（総務係、
学校教育係）
学校給食センター
	(1)　児童生徒、教職員等の安全確保、応急救護及び被災状況の調査に関すること。
(2)　学校教育施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(3)　学用品等の配給に関すること。
(4)　災害時の学校給食に関すること。
(5)　児童生徒の応急教育に関すること。
(6)　児童生徒及び保護者との連絡調整に関すること。
(7)　学校教育施設の避難所等の応急利用に関すること。
(8)　被災者に対する炊き出しに関すること。
(9)　教職員の動員に関すること。
(10) 避難所運営の協力に関すること。

	
	社会教育班
	社会教育課
（社会教育係、
体育振興係、
図書係）
	(1)　社会教育、体育施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(2)　文化財の保護及び応急対策に関すること。
(3)　社会教育､体育施設の避難所等の応急利用に関すること。
(4)　避難所運営の協力に関すること。

	協力部
	－
	議会事務局
監査室
	(1)　羽幌町議会との連絡調整に関すること。
(2)　他班の応援に関すること。

	消防対策部
	－
	北留萌消防組合
消防署
	(1)　関係機関との連絡調整に関すること。
(2)　消防施設、消防資機材等の保全、管理及び運用に関すること。
(3)　救急、救助活動に関すること。
(4)　住民の避難誘導及び安全確保に関すること。
(5)　情報の収集及び分析並びに伝達に関すること。
(6)　消防及び水防活動に関すること。
(7)　障害物の除去に関すること。
(8)　危険箇所の警戒巡視に関すること。
(9)　行方不明者等の捜索に関すること。
(10) 消防職員及び団員の運用に関すること。
(11) 天売地区(分遣所)の全般に関すること。
(12) 焼尻地区(分遣所)の全般に関すること。
(13) その他災害活動全般に関すること。


(4)　救助法に基づく所掌事務
町に救助法が適用された場合は、知事の指揮を受けて、救助法に基づく救助事務を実施し、又は道が行
う救助事務の補助をする。この場合における町の救助体制についても、道の指導の下、あらかじめ定めて
おくものとするが、原則として災害対策本部の各対策部における所掌事務と同様の体制とする。
５　運営
(1)　本部員会議
本部員会議は、本部長、副本部長及び本部員で構成し、災害対策の基本的な事項について協議する。
ア　報告事項
(ｱ)　気象・地象情報又は災害情報
(ｲ)　配備体制
(ｳ)　各対策部の措置事項
イ　協議事項
(ｱ)  災害対策本部の配備体制の切り替え及び廃止に関すること。
(ｲ)　災害情報、災害被害の分析と、それに伴う対策活動の基本方針に関すること。
(ｳ)　各対策部間の調整事項に関すること。
(ｴ)　道、他市町村等関係機関に対する応援要請に関すること。
(ｵ)　救助法適用協議に関すること。
(ｶ)　被害者に対する見舞金品の給付に関すること。
(ｷ)　その他災害対策に関する重要な事項に関すること。
ウ　本部員会議の開催
(ｱ)　本部員会議は、本部長が必要により招集し、開催する。
(ｲ)　本部長は、会務を総理する。
(ｳ)　本部員は、それぞれの所管事項について会議に必要な資料を提出しなければならない。
(ｴ)　本部員は、必要により所要の職員を伴って会議に出席することができる。
(ｵ)　本部員は、会議の招集を必要と認めるときは、総務対策部長にその旨を申し出る。
エ　会議事項の周知
会議の決定事項のうち、本部長が職員に周知する必要があると認めたものについて、各対策部長は、速
やかに所属職員等に対し、その周知徹底を図る。
(2)　本部連絡員
ア　本部長は、情報の収集及び連絡事項の伝達を円滑にするため、必要に応じて本部連絡員をおく。
イ　本部連絡員は、各対策部長がそれぞれ所属職員のうちから指名する者をもって充てる。
ウ　本部連絡員は、各対策部の災害に関する情報及び応急対策の実施状況をとりまとめ、災害対策本部に報
告するとともに、災害対策本部からの連絡事項を各対策部に伝達する。


	

	教育対策部
	学校教育班
	学校管理課
（総務係、学校教育係、学校給食係）
	(1)　児童生徒、教職員等の安全確保、応急救護及び被災状況の調査に関すること。
(2)　学校教育施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(3)　学用品等の配給に関すること。
(4)　災害時の学校給食に関すること。
(5)　児童生徒の応急教育に関すること。
(6)　児童生徒及び保護者との連絡調整に関すること。
(7)　学校教育施設の避難所等の応急利用に関すること。
(8)　被災者に対する炊き出しに関すること。
(9)　教職員の動員に関すること。
(10) 避難所運営の協力に関すること。

	
	社会教育班
	社会教育課
（社会教育係、
体育振興係、
図書係）
	(1)　社会教育、体育施設の被害状況調査及び応急復旧対策に関すること。
(2)　文化財の保護及び応急対策に関すること。
(3)　社会教育､体育施設の避難所等の応急利用に関すること。
(4)　避難所運営の協力に関すること。
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	(3)　現地災害対策本部
本部長は、迅速かつ的確な災害応急対策を実施するため必要と認めるときは、被災現地に現地災害対策
本部を設置する。
	
	
	
	

	1
	3
	1
	43～44
	[bookmark: OLE_LINK161][bookmark: OLE_LINK163]第３　災害対策現地合同本部 
１　設置
災害対策現地合同本部は、大規模な災害が発生した際に、道を中心として防災関係機関が相互に協議し、
現地において災害対策を連携して行うことが必要なときに設置する。
また、災害の状況等により必要な場合は、災害発生地域の防災関係機関による地方災害対策現地合同本部
を設置することができ、町は、必要に応じて、これらの本部に参画する。
災害対策現地合同本部等設置に関する情報伝達系統は、次のとおりである。

災害対策現地合同本部等設置に関する情報伝達系統
[image: ]
(1)　組織
災害対策現地合同本部等の組織は、次のとおりである。
災害対策現地合同本部等組織図
[image: ]






現地合同本部等の業務分担（基準）
	班
	担　当
	内　　　容
	主な担当機関

	総　務　班
	総務担当
	現地合同対策本部の庶務
	道、市町村、通信関係機関、
施設管理者

	
	調整担当
	関係機関の調整
（応援・協力の要請）
	道、市町村、気象台

	住民対応班
	
	被災者家族への対応等
	道、市町村、施設管理者

	広　報　班
	
	報道対応、住民への情報
提供
	道、市町村、防災関係機関、
施設管理者

	医　療　班
	応急措置対　　応
	被災者のトリアージ・
応急処置等
	道、消防、医師会、日赤

	
	健康管理対　　応
	被災者家族等の
健康管理・対応等
	道、市町村、医師会、日赤



	















　　
	市町村

	消防機関

	北海道開発局

	第一管区海上保安部

	陸上自衛隊北部方面総監部

	北海道警察

	札幌管区気象台

	東日本電信電話(株)北海道事業部

	(株)ＮＴＴドコモ北海道支社

	北海道電力(株)

	日本赤十字社北海道支社

	東日本高速道路(株)北海道支社

	北海道旅客鉄道(株)

	一般社団法人北海道医師会

	その他防災関係機関


















　　　






	北海道計画に整合(誤植)
	軽微
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		救助救出班
	
	救助救出方法の検討、
調整、実施
	警察、消防、施設管理者、市町村
（自衛隊、海保～派遣があった場合）

	警　備　班
	
	被災現場の交通規制、
立入制限等
	警察、海保、施設管理者、市町村

	応急対策班
	
	災害応急措置等
	道、市町村、防災関係機関、
施設管理者
（自衛隊～災害派遣があった場合）


（注）施設管理者は、事故災害の場合のみ

(2)　運営等
災害対策現地合同本部設置要綱に定めるところによる。
２　廃　止
災害対策現地合同本部等は、災害応急対策がおおむね完了したときに、防災関係機関が相互に協議し、廃止
する。
	
	
	
	

	1
	3
	1
	45
	第４　住民組織等の協力
町長は、災害時において災害応急活動など円滑かつ迅速に実施するため、災害の状況により必要と認めた場合は、
住民組織等に対し、災害対策活動の協力を要請する。
１　協力要請事項
住民組織等に対して協力を要請する事項は、おおむね次のとおりである。
(1)　災害時における住民の避難誘導、救出及び被災者の保護に関すること。
(2)　緊急避難のための避難場所及び被災者の収容のための避難所の管理運営に関すること。
(3)　災害地の公共施設等の保全に関すること。
(4)　災害情報の収集と災害対策本部への連絡に関すること。
(5)　災害情報等の地域住民に対する広報に関すること。
(6)　避難所内での炊き出し及び被災者の世話に関すること。
(7)　災害箇所の応急措置に関すること。
(8)　災害対策本部が行う人員、物資等の輸送に関すること。
(9)　義援品の受入れ及び整理に関すること。
(10) 救援物資の支給、清掃及び防疫に関すること。
(11) その他救助活動で本部長が協力を求めた事項に関すること。
２　協力要請先
協力要請先は、町内会、婦人団体、青年団体、産業団体青年婦人部、日赤奉仕団等とし、住民組織等の活
動についての担当は、協力を求める種別によって、関係する各対策部班とする。
３　住民に対する伝達方法
[bookmark: OLE_LINK303][bookmark: OLE_LINK304]災害情報等を住民に伝達する場合は、消防サイレン用スピーカー、広報車、町ホームページ、防災情報伝
達システム（戸別受信機、スマートフォンアプリ、離島屋外スピーカー等）等により周知徹底するとともに、
各地区町内会長をもって充てる地区別情報連絡責任者を通じて行う。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	1
	3
	2
	46
	第２節　配備動員計画
第１　非常配備体制
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、町は、非常配備体制をとり、被害の防除及び軽減並びに災害
発生後における応急対策の迅速かつ強力な推進を図る。
なお、災害対策本部が設置されない場合における配備内容、配備要員、職員の動員（招集）等についても、災
害対策本部に準じて行うものとする。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	1
	3
	2
	46～47
	１　配備基準
非常配備体制の配備基準等は次のとおりとし、配備の決定は本部長が行う。
	区分
	体制
	配備時期
	配備要員等
	活動内容

	災害対策本部設置前
	注意配備
	①気象業務法に基づく警報を受けたとき。
②町内に震度３の地震が発生したとき。
③その他必要により本部長が当該注意配備を指令したとき。
	特に関係のある部の少数の人員をもって、情報収集及び連絡活動等が行い得る体制をとる。また、状況により次の動員体制に移行できる体制とする。

・総務対策部関係職員
（防災担当）
	・災害情報の収集
・道、関係機関等への連絡

	
	第１非常配備
	①警報発令状態が継続､又は関係情報が発表される状況にあるとき｡
②局地的、小規模な災害、事故等で被害が軽微なとき。
③町内に震度４の地震が発生したとき。

	特に関係のある部の所要の人数で、情報収集及び連絡活動等が円滑に行い得る体制をとる。
また、次の動員体制に円滑に移行できる体制とする。

・本部員
・総務対策部
	・災害情報の収集
・災害又は二次災害の注意、警戒及び現地確認
・住民への周知
・道、関係機関等への連絡
・応急措置（負傷者等の救出救護、避難所の開設等）
・災害対策本部の設置準備



	Ｎ／Ｃ
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	④北海道日本海沿岸北部に津波注意報が発表されたとき。
⑤その他必要により本部長が当該非常配備を指令したとき。
	
	

	災害対策本部設置後
	第２非常配備
	①局地的な災害の発生が予想される場合又は災害が発生したとき。
②町内に震度５弱又は５強の地震が発生したとき。
③北海道日本海沿岸北部に津波警報が発表されたとき。
④大雨などの気象、地象に関する特別警報を受けたとき。
⑤その他必要により本部長が当該非常配備を指令したとき。
	関係各部の所要の人員をもって当たるもので、災害の発生とともに、そのまま直ちに非常活動が開始できる体制とする。

・本部員
・総務対策部
・あらかじめ指定した職員
	・災害情報の収集、伝達
・災害対策本部の設置
・災害又は二次災害の注意、警戒及び現地確認
・局地的な応急対策活動（負傷者等の救出救護、避難誘導、避難所の開設、災害広報、道路啓開等）
・道、関係機関等との連携
・応援要請

	
	第３非常配備
	①広域にわたる災害の発生が予想される場合、又は被害が特に甚大と予想される場合において、本部長が当該指令をしたとき。
②町内に震度６弱以上の地震が発生したとき。
③北海道日本海沿岸北部に大津波警報が発表されたとき。
④予想されない重大な災害が発生したとき。
	災害対策本部の全員をもって当たるもので、状況によりそれぞれの災害応急活動ができる体制とする。

・全職員
	・災害情報の収集、伝達
・災害又は二次災害の注意、警戒及び現地確認
・町全域又は被害が特に甚大な地域で、町の全力をあげての応急対策活動（負傷者等の救出救護、避難誘導、避難所の開設、災害広報、道路啓開等）
・道、関係機関等との連携
・応援要請


（備考）被害の状況等により、上記基準により難いと認められる場合においては、臨機応変の配備体制をとる。
	
	
	
	

	1
	3
	2
	48
	２　自主参集基準
勤務時間外、休日等において、地震を覚知した場合、津波情報を入手した場合又は特別警報を受けた場合、
職員は次の基準に基づき、あらかじめ指定された場所に参集し、配備につくものとする。
	区分
	参集基準
	参集者
	自宅待機

	地震
発生
	①震度３
	総務対策部関係職員（防災担当）
	本部員、
総務対策部

	
	②震度４
（「津波警報」も同時に発表）
	本部員、総務対策部
（全職員）
	係長職以上

	
	③震度５弱又は５強
（「津波警報」も同時に発表）
	本部員、総務対策部、係長職以上
（全職員）
	係員

	
	④震度６弱以上
	全職員
	

	津波
情報
	①津波注意報
	本部員、総務対策部
	係長職以上

	
	②津波警報
	本部員、総務対策部、係長職以上
	係員

	
	③大津波警報
	全職員
	

	特別
警報
	気象、地象に関する特別警報
	本部員、総務対策部、係長職以上
	係員


（備考）このほか、災害が発生、あるいは発生のおそれがある情報を察知したときは、「１　配備基準」に基づき、災害状況により所属長と連絡又は自らの判断により登庁する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	1
	3
	2
	48
	３　非常配備体制の活動開始及び終了
(1)　活動の開始
災害が発生するおそれがあり、又は発生した場合、非常配備に関する基準によりその一部又は全部の活
動を開始する。
(2)　活動の終了
本部長は、予想された災害の危険が解消したと認められるとき、又は災害発生後における応急措置がお
おむね完了したと認められるときは、非常配備体制の活動を終了し、解散する。
	Ｎ／Ｃ

	
	
	

	1
	3
	2
	48～49
	４　非常配備体制下の活動
(1)　注意配備体制下の活動
注意配備体制下における活動の要点は、おおむね次のとおりとする。
ア　総務対策部関係職員（防災担当）は、気象情報等を確実に収集するともに、現地の情報及びラジオ、
テレビ等の情報も収集し、随時総務対策部長に報告する。
イ　総務対策部長は、必要に応じて関係各対策部長又は副部長と相互に情報を交換し、当該情勢に対応す
る措置を検討する。

	Ｎ／Ｃ
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	(2)　第１非常配備体制下の活動
第１非常配備体制下における活動の要点は、おおむね次のとおりとする。
ア　総務対策部長は、気象台その他関係機関と連絡をとり、気象情報の収受、伝達等を行う。
イ　総務対策部長は、雨量・水位等に関する情報を関係先から収集する。
ウ　関係各対策部長は、総務対策部からの情報又は連絡に即応し、情勢に対する措置を検討するととも
に、随時待機職員に必要な指示を行う。
エ　第１非常配備につく職員の人数は、状況により各対策部において増減する。
(3)　第２非常配備体制下の活動
第２非常配備体制下における活動の要点は、おおむね次のとおりとする。
ア　本部長は、災害対策本部の機能を円滑に推進するため、必要に応じて本部員会議を開催する。
イ　各対策部長は、情報の収集伝達体制を強化する。
ウ　総務対策部長は、関係部長及び防災会議構成機関と連絡を密にして客観情勢を判断するとともに、
その状況を本部長に報告する。
エ　各対策部長は次の措置をとり、その状況を本部長に報告する。
(ｱ)　事態の重要性を部員に徹底させ、所要の人員を非常業務につかせること。
(ｲ)　装備・物資・資器材・設備・機械等を点検し、必要に応じて被災現地（被災予想地）へ配置すること。
(ｳ)　関係部及び災害対策に関係のある外部機関との連絡を密にし、活動体制を整備すること。
(4)　第３非常配備体制下の活動
第３非常配備が指令された後は、各対策部長は災害対策活動に全力を集中するとともに、その活動状況を
随時本部長に報告する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	1
	3
	2
	49
	第２　職員の参集及び動員
１　職員の動員要領
(1) 総務対策部長は、本部長の非常配備決定に基づき、各対策部長（本部員）に対し、災害対策本部の設置及
び非常配備体制を通知する。
(2)　各対策部長は、上記(1)の通知を受けたときは、配備要員に対し、当該通知の内容を通知する。
(3)　配備要員は各対策部長から、上記(2)の通知を受けたときは、直ちに所定の配備につく。
(4)　各対策部長は、あらかじめ部内の職員連絡系統図を作成し、所属職員に周知徹底しておくものとし、休日、夜間等においても迅速に初動体制がとれるよう配慮する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	1
	3
	2
	50
	２　動員の伝達
(1)　伝達系統
職員の動員は、非常配備体制に基づき、総務対策部長（総務課長）が次の系統で伝達する。
職員の動員伝達系統
町長
(本部長)
休日又は退庁後
警備員（当直）
・教育長(本部員)
・管理職(各対策部長等)
副町長
(副本部長)
総務課長
(総務対策部長)
総務課係長
(総務対策部防災担当)
総務課職員
(総務対策部職員)
各職員

(2)　伝達手段
ア　勤務時間内の伝達方法は、庁内放送、口頭、電話、メール等により行う。
イ　勤務時間外及び休日の伝達方法は、電話、メール等により行う。
(3)　伝達事項
ア　配備体制 
イ　参集時間及び参集場所（災害対策本部設置場所、避難所等）
ウ　装備等
エ　その他必要と認める事項
	２　動員の伝達
(1)　伝達系統
職員の動員は、非常配備体制に基づき、総務対策部長が次の系統で伝達する。
職員の動員伝達系統
町長
(本部長)
休日又は退庁後
警備員（当直）
・教育長(本部員)
・管理職(各対策部長等)
副町長
(副本部長)
総務課長
(総務対策部長)
総務課係長
(総務対策部防災担当)
総務課職員
(総務対策部職員)
各職員

(2)　伝達手段
ア　勤務時間内の伝達方法は、庁内放送、口頭、電話、メール等により行う。
イ　勤務時間外及び休日の伝達方法は、電話、メール等により行う。
(3)　伝達事項
ア　配備体制 
イ　参集時間及び参集場所（災害対策本部設置場所、避難所等）
ウ　装備等
エ　その他必要と認める事項
	文言の整理(表現の整理
(総務対策部長の後、総務課長を削除))
	軽微
	

	1
	3
	2
	50
	３　緊急参集
職員は、勤務時間外、休日等において動員（招集）の指示を受けたとき、又は災害が発生し、あるいは災害
の発生のおそれがある情報を察知したときは、災害の情報により所属の長と連絡の上、又は自らの判断により
直ちに所属又はあらかじめ指定された場所に参集し、配備につく。
(1) 災害対策本部が設置された場合は、電話、メール等により周知させるものとし、職員がこの旨を知っ　　　た場合は、直ちに参集する。
(2) 地震及び津波災害が発生した際は自主参集基準に基づき、職員は、動員（招集）の指示を待つことなく、
できる限り早期に参集できる有効な手段を用いて参集する。
(3)　通信の途絶等により連絡がとれない場合は、自らの判断により参集する。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	1
	3
	2
	50～51
	４　参集状況の報告と安否確認
職員は、参集途上において、被災状況、災害情報の収集に努め、その情報を動員先の所属長に報告する。
各対策部長は、職員の参集状況を記録するとともに、職員や家族の安否確認を併せて行い、総務対策部長を通
じて本部長に報告する。

	資料編〔様式〕
	・職員参集状況報告書（別記第１号様式）
・職員等安否確認調査票（別記第２号様式）



	Ｎ／Ｃ
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	備　考

	1
	3
	2
	51
	５　応援要請
各対策部班の職員が不足する場合、当該部長は、本部長に対して他対策部班からの応援要請を行うことが
できる。
本部長は、災害の状況その他により必要があると認めたときは、特定の対策部又は班に対し、種別の異な
る指令をすることができる。
	Ｎ／Ｃ
	
	
	

	1
	3
	2
	51
	６　消防機関に対する伝達
災害対策本部が設置された場合、その配備体制についての消防機関への伝達は次により行う。

消防機関への伝達系統
本部長
総務対策部長
北留萌消防組合消防（署）長
消防団長
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（予兆、気象等特別警報・警報・注意報及び

  情報等、災害の発見等）
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